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資料２-１-１ 



 

 

目  次 

 

No. 

管理 

番号 

分類 項   目 

審 査 

会合日 

備 考 

1 129-1 個社 

確率が低いことを根拠に静的機器の単一故障を仮

定しないことについて，ランダム故障のみならず，

あらゆるハザードを考慮し，不確かさ等を踏まえ

た上で，代替性，修復性についても説明すること。 

H26.8.5 

本日回答 

回答（１） 

2 129-2 個社 

単一故障の仮定又は多重性の要求を不要とする場

合に適用する条文解釈について整理すること。 

H26.8.5 

本日回答 

回答（２） 

3 129-3 共通 

安全機能を担保する系統の抽出においては，継続

的に機能すること，各機器のサポート系の機能（フ

ィルタの湿分分離装置のドレンラインの閉塞な

ど）についても考慮して説明すること。 

H26.8.5 

本日回答 

回答（３） 

4 129-4 個社 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）につい

て，他の方法で代替できるという説明であれば，

それを定量的に示すこと。 

H26.8.5 対象外 

5 129-5 共通 

現場での手動操作の必要がある場合，被ばく等の

観点からの操作の成立性及び安全解析上での時間

余裕を説明すること。 

H26.8.5 

本日回答 

回答（４） 

6 129-6 共通 

２Ｆの知見を参考にしているところは，２Ｆの知

見を示すこと。 

H26.8.5 

本日回答 

回答（５） 

7 129-7 共通 

軽微な破断の場合を含め故障箇所を確実に検知可

能であるということを詳細に説明すること。（狭隘

部の有無，全周破断以外の場合等）その際，被ば

く評価結果も踏まえて説明すること。 

H26.8.5 

本日回答 

回答（６） 

8 129-8 共通 

ＳＧＴＳ等の弁を閉めなければならないときの操

作について説明すること。 

H26.8.5 

本日回答 

回答（７） 

9 129-9 個社 単一設計機器の抽出過程を詳細に説明すること。 H26.8.5 対象外 

10 129-10 個社 

単一設計機器の抽出過程において，他の系統と組

み合わせるということを詳細及び定量的に説明す

ること。 

H26.8.5 対象外 

11 129-11 個社 

ＰＲＡでは，ＦＰＣについてタイラインを使用し，

２系統同時に使用すると説明を受けたが，その運

用をＰＲＡで使うことが適切かどうかについて説

明すること。 

H26.8.5 対象外 

12 129-12 個社 

静的機器の単一故障に対する安全の考え方の全体

像を示して説明すること。 

H26.8.5 対象外 

13 129-13 個社 

ＭＣＲ換気空調系ダクトについては，腐食事例が

あるにも関わらず，故障頻度が低いとしているこ

とについて説明すること。 

H26.8.5 対象外 

14 151-1 共通 

配管破断等の覚知の実現性について，監視項目

や監視内容を明確にしたうえで説明すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（６） 

15 151-2 共通 

修復方法が技術的に妥当であることを示すこ

と。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（８） 



 

 

No. 

管理 

番号 

分類 項   目 

審 査 

会合日 

備 考 

16 151-3 共通 

二重化された部分であっても，単一設計部分に

接続され隔離がなされない部分については，破

損により両系統に影響を及ぼす可能性があり，

これらの部分を含めて修復性等を確認している

ことを説明すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（９） 

17 151-4 共通 

中央制御室換気系の評価において，循環ライン

のみを考慮の対象とし，外気取入ラインを除く

理由を説明すること。（期待される安全機能を達

成する上で当該ラインが必要か） 

H26.10.23 

本日回答 

回答（10） 

18 151-5 共通 

修復作業工程について，タイムチャートととも

に要員配置等を含めた作業例を示し，特に被ば

く評価の観点から，修復作業の実現性について

説明すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（８） 

19 151-6 共通 

添付２の重要度の特に高い安全機能を有する系

統・機器整理表において，想定しているハザー

ドは具体的に明示すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（11） 

20 151-7 共通 

修復を想定した評価であるかが不明確であるの

で，放射性物質の放出期間の考え方等の公衆被

ばく評価の条件を整理して説明すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（12） 

21 151-8 共通 

修復作業員の線量評価において，緊急作業時の

線量限度を適用していることの記載方法を検討

すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（13） 

22 151-9 共通 

タイラインの隔離弁までの範囲について，ＲＨ

Ｒ系統と同様のＭＳ－１で設計されているか示

すこと。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（14） 

23 151-10 共通 修復作業について，訓練実績を示すこと。 H26.10.23 

本日回答 

回答（15） 

24 151-11 共通 

単一故障を検知するまでの時間について，考え

方を整理して説明すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（６） 

25 151-12 共通 

修復の位置づけについて，原子炉施設の運転継

続の判断との関係を整理して説明すること。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（16） 

26 151-13 共通 

事故時に期待するクラス３設備については，ク

ラス１，２と同様な信頼性を有していることを

示すこと。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（17） 

27 151-14 共通 

機能復旧を考慮した場合の線量評価を行うこ

と。 

H26.10.23 

本日回答 

回答（18） 

 



回答(1)－1 

 

№１№１№１№１【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：129129129129----1111】】】】    

・・・・確率が低いことを根拠に静的機器の単一故障を仮定しないことについて，ランダム

故障のみならず，あらゆるハザードを考慮し，不確かさ等を踏まえた上で，代替性，

修復性についても説明すること。    

    

１１１１．．．．回答回答回答回答    

静的機器に対して単一故障を仮定し，修復性および代替性による評価とした。（信

頼性が高い（＝確率が低いこと）を理由の一つとして単一故障の想定を除外しない

評価とした） 

    

回答（１） 



回答(2)－1 

 

№２№２№２№２【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：129129129129----2222】】】】    

・・・・単一故障の仮定又は多重性の要求を不要とする場合に適用する条文解釈について整

理すること。    

    

１１１１．．．．回答回答回答回答    

静的機器に対して単一故障を仮定し，修復性および代替性による評価とした。（信

頼性が高い（＝確率が低いこと）を理由の一つとして単一故障の想定を除外しない

評価とした） 

    

回答（２） 



回答(3)－1 

 

№３№３№３№３【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：129129129129----3333】】】】    

・安全機能を担保する系統の抽出においては，継続的に機能すること，各機器のサポ

ート系の機能（フィルタの湿分分離装置のドレンラインの閉塞など）についても考

慮して説明すること。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

特に重要な安全機能を有する各系統の機器について，当該機器が継続的に機能す

るために必要な補機冷却水系や換気空調系等の必要なサポート系の抽出を行った。 

なお，フィルタの湿分分離装置のドレンライン閉塞については，閉塞を仮定した

場合でも，非常用ガス処理系（ＳＧＴＳ系）の機能には影響がないため，ＳＧＴＳ

の運転継続に必須のラインではない。 

 

【添付資料２参照】 

    

２２２２．．．．資料資料資料資料    

（１）添付資料２ 重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表（抜粋） 

 

  

回答（３） 



回答(3)－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほう酸水注入系 系統概略図  

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 

添付資料２ 

ほう酸水貯

蔵タンク

注入弁

注入弁

原子炉格納容器

原子炉圧力容器

ほう酸水注入ポンプ

ほう酸水注入ポンプ

タンク出口弁

タンク出口弁

MO

MO

MO

MO
潤滑油ポンプ

潤滑油ポンプ



回答(3)－3 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 残留熱除去系（Ａ），（Ｂ）各ポンプ室用の空調機にはそれぞれの区分（Ａ系：区分Ⅰ，

Ｂ系：区分Ⅱ）に応じた電源，冷却水が供給されている。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 系統概略図  

燃料プール冷却

浄化系から

残留熱除去系

熱交換器(B)

残留熱除去系

熱交換器(A)

燃料プール

冷却浄化系へ

残留熱除去系

ポンプ(A)

残留熱除

去系ポン

プ(B)

燃料プール

冷却浄化系へ

サプレッショ

ンチェンバ

原子炉格納容器

残留熱除

去系ポン

プ(C)

ストレーナ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ａ

系

区分Ⅰ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ｂ

系

区分Ⅱ

：Ａ系Ｂ系接続ライン

原

子

炉

圧

力

容

器

原子炉補機冷

却水系Ａ系

※：原子炉補機冷却水系Ｂ系

※

※

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO
MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

AO

AO

AO

AO

AO

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 



回答(3)－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 高圧炉心スプレイ系ポンプ室用の空調機には区分Ⅲの電源および高圧炉心スプレ

イ補機冷却水系が供給されている。 

 

高圧炉心スプレイ系 系統概略図  

区分Ⅲ電源 

 

低圧炉心スプレイ系へ 

 

  

原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 

サプレッションチェンバ 

高圧炉心スプレイ系ポンプ 

復水貯蔵 復水貯蔵 

タンク 

原子炉隔離時冷却系へ 

MO MO 

MO 

MO 

MO 

MO 

MO AO 

スプレイヘッダ 

ストレーナ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水系 

残留熱除去系Ｃ系へ 



回答(3)－5 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 残留熱除去系（Ａ），（Ｂ）各ポンプ室用の空調機にはそれぞれの区分（Ａ系：区

分Ⅰ，Ｂ系：区分Ⅱ）に応じた電源，冷却水が供給されている。 

残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード） 系統概略図 

燃料プール冷却

浄化系から

残留熱除去系

熱交換器(B)

残留熱除去系

熱交換器(A)

燃料プール

冷却浄化系へ

残留熱除去系

ポンプ(A)

残留熱除

去系ポン

プ(B)

燃料プール

冷却浄化系へ

サプレッショ

ンチェンバ

原子炉格納容器

残留熱除

去系ポン

プ(C)

ストレーナ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ａ

系

区分Ⅰ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ｂ

系

区分Ⅱ

：Ａ系Ｂ系接続ライン

原

子

炉

圧

力

容

器

原子炉補機冷

却水系Ａ系

※：原子炉補機冷却水系Ｂ系

※

※

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO
MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

AO

AO

AO

AO

AO

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 



回答(3)－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 低圧炉心スプレイ系ポンプ室用の空調機には区分Ⅰの電源および原子炉補機冷却

水系Ａ系が供給されている。 

 

低圧炉心スプレイ系 系統概略図

区分Ⅰ電源 

 

原子炉隔離時冷却系へ 

 

  

原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 

サプレッションチェンバ 

低圧炉心スプレイ系ポンプ 

復水貯蔵 

タンク 

高圧炉心スプレイ系へ 

MO 

MO 
MO 

MO AO 

スプレイヘッダ 

ストレーナ 

MO 

原子炉補機冷却水系 A系 

残留熱除去系Ｃ系へ 



回答(3)－7 

 

 

 

【その他 起動・運転継続に必要な設備】 

空調機 残留熱除去系（Ａ），（Ｂ）および（Ｃ）各ポンプ室用の空調機にはそれぞれの区分

（Ａ系：区分Ⅰ，Ｂ系／Ｃ系：区分Ⅱ）に応じた電源，冷却水が供給されている。 

残留熱除去系（低圧注水モード） 系統概略図  

燃料プール冷却

浄化系から

残留熱除去系

熱交換器(B)

残留熱除去系

熱交換器(A)

燃料プール

冷却浄化系
へ

残留熱除去系

ポンプ(A)

残留熱除

去系ポン

プ(B)

燃料プール

冷却浄化系へ

サプレッショ

ンチェンバ

原子炉格納容器

残留熱除

去系
ポン

プ(C)

ストレーナ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ａ

系

区分Ⅰ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ｂ

系

区分Ⅱ

：Ａ系Ｂ系接続ライン

原

子

炉

圧

力

容

器

原子炉補機冷

却水系Ａ系

※：原子炉補機冷却水系Ｂ系

※

※

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO
MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

AO

AO

AO

AO

AO

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 



回答(3)－8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 非常用ガス処理系（Ａ）室，（Ｂ）室用の空調機にはそれぞれの区分（Ａ系：区分

Ⅰ，Ｂ系：区分Ⅱ）に応じた電源，冷却水が供給されている。 

 

非常用ガス処理系 系統概略図 

  

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 

記号 名 称

D/S ﾃﾞﾐｽﾀ

E/H 電気ﾋｰﾀ

M/F 中性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

H/F 高性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

S/H ｽﾍﾟｰｽﾋｰﾀ

C/F ﾁｬｺｰﾙｴｱﾌｨﾙﾀ

記号表記号表記号表記号表

：事故時原子炉棟排気ライン

：単一設計部分

非常用ガス処理系フィルタ装置

排気筒へ

MO

MO

M/F H/F

S/H

S/H

S/H

S/H

H/FC/F

非常用ガス処理系

空気乾燥装置

非常用ガス処理系

空気乾燥装置

非常用ガス

処理系排風機

非常用ガス

処理系排風機

MO

AO AO

原子炉建屋原子炉棟

D/S

D/S

E/H

E/H

HCWサンプへ

HCWサンプへ

MO

FOFO



回答(3)－9 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 残留熱除去系（Ａ），（Ｂ）各ポンプ室用の空調機にはそれぞれの区分（Ａ系：区分

Ⅰ，Ｂ系：区分Ⅱ）に応じた電源，冷却水が供給されている。 

 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 系統概略図  

燃料プール冷却

浄化系から

残留熱除去系

熱交換器(B)

残留熱除去系

熱交換器(A)

燃料プール

冷却浄化系へ

残留熱除去系

ポンプ(A)

残留熱除

去系ポン

プ(B)

燃料プール

冷却浄化系へ

サプレッショ

ンチェンバ

原子炉格納容器

残留熱除

去系ポン

プ(C)

ストレーナ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ａ

系

区分Ⅰ

原

子

炉

補

機

冷

却

水

系

Ｂ

系

区分Ⅱ

：Ａ系Ｂ系接続ライン

原

子

炉

圧

力

容

器

原子炉補機冷

却水系Ａ系

※：原子炉補機冷却水系Ｂ系

※

※

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO
MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

MO

MO

MO

MO MO

MO

MO

AO

AO

AO

AO

AO

MO

：静的機器の単一設計部分

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 



回答(3)－10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 可燃性ガス濃度制御系（Ａ）室，（Ｂ）室用の空調機にはそれぞれの区分（Ａ系：

区分Ⅰ，Ｂ系：区分Ⅱ）に応じた電源，冷却水が供給されている。 

 

可燃性ガス濃度制御系 系統概略図 

  

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 

原子炉格納容器

原

子

炉

圧

力

容

器

サプレッションチェンバ

再結合器

再

循

環

ラ

イ

ン

加熱器

冷却水

（残留熱除去系Ａ系より）

冷却器

MO

ブロワ

再結合器

気水分離器

再

循

環

ラ

イ

ン

加熱器

冷却水

（残留熱除去系Ｂ系より）

冷却器

MO

ブロワ

気水分離器

MO

MO MO MOMO

MO



回答(3)－11 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 各区分の非常用電気品室用の空調機にはそれぞれの区分に応じた電源，冷却水が

供給されている。 

 

非常用所内電源設備 系統概略図  

：非常用所内電源設備（区分Ⅰ） 

：非常用所内電源設備（区分Ⅲ） 

：非常用所内電源設備（区分Ⅱ） 



回答(3)－12 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 各区分の直流バッテリ室はそれぞれの区分に応じた電源，冷却水で駆動される空調

機により空調される。 

 

非常用所内電源設備（直流電源系） 系統概略図  



回答(3)－13 

 

 

 

【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 各区分の計測制御電源室用の空調機にはそれぞれの区分に応じた電源，冷却水が供

給されている。 

 

計装用電源設備 系統概略図 

        

：計装用電源設備（区分Ⅰ） 

：計装用電源設備（区分Ⅱ） 



回答(3)－14 
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原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および 

高圧炉心スプレイ補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系 系統概略図 
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【その他 運転継続に必要な設備】 

空調機 各区分の制御建屋空調機械室用の空調機にはそれぞれの区分に応じた電源，冷却水

が供給されている。 

 

中央制御室換気空調系 系統概略図 

：再循環運転ライン

：単一設計部分
記号 名 称

M/F 中性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

H/F 高性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

C/F ﾁｬｺｰﾙｴｱﾌｨﾙﾀ

B/F ﾊﾞｯｸﾞｴｱﾌｨﾙﾀ

C/C 冷却ｺｲﾙ

H/C 加熱ｺｲﾙ

記号表記号表記号表記号表

C

／

C

H

／

C

B

／

F

中

央

制

御

室

外気

屋外 制御建屋

中央制御室

再循環フィルタ装置

中央制御室

再循環送風機

中央制御室

送風機

中央制御室

送風機

外気

屋外制御建屋

中央制御室

排風機

中央制御室

空気調和機

中央制御室

空気調和機

M

／

F

H

／

F

H

／

F

C

／

F

C

／

C

H

／

C

B

／

F

MO

MO

MO MO
C/B A系サンプへ

C/B B系サンプへ

換気空調補機非常用冷却水系A系

換気空調補機非常用冷却水系B系

MO

MO

MO

MO

区分Ⅰ電源 

区分Ⅱ電源 



回答(4)－1 

 

№５№５№５№５【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：129129129129----5555】】】】 

・現場での手動操作の必要がある場合，被ばく等の観点からの操作の成立性及び安全

解析上での時間余裕を説明すること。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の吸込み側の隔離弁（格納容器外弁）は

トーラス室に設置されており，遠隔での操作が不能な場合は，人力で操作することで，

弁を開閉することが可能である。原子炉停止時冷却モードは，冷温停止とするための

機能である。ここでは，最も厳しい状態として，事故収束後に本機能を使用する場合

を想定した評価を実施した。 

以下に評価条件と評価結果を示す。 

 

（１）温度評価 

ａ．評価条件 

（ａ）サプレッションチェンバプール水温度評価 

・原子炉停止後，30 分間，高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系を用い

た原子炉への注水を実施 

・その後，主蒸気逃し安全弁により 55℃/h で原子炉圧力を 1.04MPa[gage]まで減

圧 

・原子炉停止 30 分後から残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）１

系統で冷却 

（ｂ）トーラス室温評価条件 

・サプレッションチェンバ気相部および液相部からの伝熱を想定 

・サプレッションチェンバ内の熱はシェルを介してトーラス室に放出 

・トーラス室の熱は，コンクリートを介してトーラス室外に放出 

・トーラス室外の温度は 37℃ 

 

ｂ．評価結果 

  評価の結果，サプレッションチェンバ内のプール水温度は，約 84℃まで上昇する

が，サプレッションプール冷却モードにより徐々に低下し，９日後には約 53℃とな

り，最高使用温度 104℃を下回ることを確認した。また，このときのトーラス室内の

温度は，約 50℃となることを確認した。 

サプレッションチェンバプール水温の評価結果を図１に，トーラス室温の評価結

果を図２に示す。 

 

  

回答（４） 



回答(4)－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ サプレッションチェンバプール水温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ トーラス室温度 

サプレッションチェンバプール水温度（℃） 

ト

ー

ラ

ス

室
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度

（
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） 

原子炉停止後の経過時間（hr） 

サ

プ

レ

ッ

シ

ョ

ン

チ

ェ

ン

バ

プ

ー

ル

水

温

度

（

℃

） 

(9 日) 



回答(4)－3 

 

（２）線量評価 

 トーラス室の線量評価に用いた条件および結果を以下に示す。 

 

ａ．評価条件 

・各種事故（原子炉冷却材喪失）時における放出量を前提 

・サプレッションチェンバへの希ガス移行量は MAAP 解析に基づく 

・トーラス室の線量は，保守的にサプレッションチェンバ内の線量に等しいとして

評価 

 

ｂ．評価結果 

  事故を想定した時の，サプレッションチェンバ内のγ線線量率を図３に示す。原

子炉停止 7 日後には，線量率は約 15mSv/h になるため，操作に必要な時間 20 分を考

慮しても，人力での隔離弁の開閉操作は十分可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ S/C 領域のγ線線量率 

 

 

【補足説明資料 10 参照】 

 

168(７日) 

約 1.5E-02 



回答(5)－1 

 

№６№６№６№６【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：129129129129----6666】】】】 

・２Ｆの知見を参考にしているところは，２Ｆの知見を示すこと。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

本検討において参考とした２Ｆの知見はない。 

    

（補 足） 

東京電力福島第二原子力発電所（以下，「２Ｆ」）では，東北地方太平洋沖地震後

の設備点検により津波による機器の損傷の他，サプレッションプール水温度検出器

の絶縁抵抗低下が確認されている。原因調査の結果，絶縁抵抗低下の原因は事故対

応において外部水源からの注水によるサプレッションプール水位上昇により，格納

容器内に設置されている中継端子箱が冠水したことによるものと判明している。 

本事象は重大事故等発生時においては発生する可能性があるものの，設計基準事

故時にはサプレッションプール水位高で非常用炉心冷却系の水源が切替る等，サプ

レッションプール水位は異常に上昇しないため中継端子箱が水没することはない。 

 

回答（５） 



回答(6)－1 

 

№７№７№７№７【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：129129129129----7777】】】】 

・軽微な破断の場合を含め故障箇所を確実に検知可能であるということを詳細に説明

すること。（狭隘部の有無，全周破断以外の場合等）その際，被ばく評価結果も踏ま

えて説明すること。 

№№№№14141414【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----1111】】】】    

・配管破断等の覚知の実現性について，監視項目や監視内容を明確にしたうえで説明

すること。    

№№№№24242424【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----11111111】】】】    

・単一故障を検知するまでの時間について，考え方を整理して説明すること。    

    

１１１１．．．．回答回答回答回答    

（１）非常用ガス処理系 

非常用ガス処理系（以下，SGTS）配管の全周破断が発生した場合，中央制御室で

の確認（エリア放射線モニタ指示値変動，建屋差圧変動および SGTS トレイン出口

流量の変動）及び SGTS 起動後１回／日実施する現場パトロール（視覚，聴覚，触

覚）により故障発生１日以内に検知は可能である。（図１，図２，表１参照） 

部分破損（10％漏えい破損を想定）の場合も損傷部から吹き出す風量が 250m

3

/h

程度，穴径は約 94mm となることから高所，死角となる範囲に吹流し等を用いて確

認することにより，現場パトロールで検知は可能である。 

また，フィルタ本体の閉塞が発生した場合は中央制御室での確認（SGTS トレイ

ン出口流量の指示値低下）及び現場パトロールによるフィルタ差圧確認により検知

は可能である。 

なお，配管破断又はフィルタ閉塞発生直後のフィルタトレイン室では，原子炉冷

却材喪失事故時には，原子炉建屋原子炉棟内に原子炉格納容器から漏えいした放射

性物質による線量率（約 4.6×10

-2

mSv/h）に加えて，フィルタに捕集された放射性

物質からの直接ガンマ線による線量率（約 1.1mSv/h：表面から 1m 位置）を考慮し

ても約 1.2mSv/h であるため，現場パトロールは可能である。 

回答（６） 



回答(6)－2 

 

 

 検知性 

① 

中央制御室での確認（エリア放射線モニタの指示値変動，SGTS トレイン出口流量変

動，建屋差圧変動），現場パトロール（視覚，聴覚，触覚）により，全周破断箇所の

特定が可能 

②③ 

中央制御室での確認（エリア放射線モニタ指示値変動，SGTS トレイン出口流量変動，

建屋差圧変動，SGTS プロセス放射線モニタ指示値変動），現場パトロール（視覚，聴

覚，触覚）により，全周破断箇所の特定が可能 

④ 

中央制御室での確認（SGTS トレイン出口流量変動，建屋差圧変動，SGTS プロセス放

射線モニタ指示値変動），現場パトロール（視覚，聴覚，触覚）により，全周破断箇

所の特定が可能 

図１ 故障箇所の検知性 



回答(6)－3 

 

 

表１ 監視計器仕様 

監視計器 測定範囲 警報設定値 備考 

エリア放射線モニタ 

(CH1,2,4～8) 

10

-4

～1 mSv/h 10

-2

 mSv/h以上  

エリア放射線モニタ 

(CH3) 

1～10

4

 mSv/h 6.80 mSv/h以上  

原子炉建屋外気間差圧 

(北側),(西側),(南側),(東側) 

-500～100 Pa 

差圧低 -70 Pa以上 

差圧高 -440 Pa以下 

負圧管理値 

-60 Pa以下 

SGTSトレイン出口流量 0～5000 m

3

/h 

低 1500 m

3

/h以下 

高 2750 m

3

/h以上 

系統風量 

2500 m

3

/h 

SGTSプロセス放射線モニタ 10

-13

～10

-6

 A 

高高 1.40×10

-12

 A以上 

高 7.00×10

-13

 A以上 

通常時バック 

グラウンド 

2.34×10

-13

 A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 放射線モニタ設置場所 

 

 

 

枠囲みの内容は商業機密又は防護上の観点から公開できません。 



回答(6)－4 

 

 

（２）中央制御室換気空調系 

中央制御室換気空調系ダクトの全周破断が発生した場合，中央制御室での確認

（中央制御室エリア放射線モニタの指示値上昇，通風口からの破断音）及び中央制

御室換気空調系が再循環運転となった後，１回／日実施する現場パトロール（視覚，

聴覚，触覚）により故障発生１日以内で検知は可能である。（表２，図３参照） 

部分破損（10％漏えい破損を想定）の場合も損傷部から吹き出す風量が 800m

3

/h

程度，穴径は約 205mm となることから高所，死角となる範囲に吹流し等を用いるこ

とにより現場パトロールで検知は可能である。 

また，フィルタ本体の閉塞が発生した場合は中央制御室での確認（中央制御室エ

リア放射線モニタの指示値上昇）及び現場パトロールによるフィルタ差圧確認によ

り検知は可能である。 

なお，ダクト破断又はフィルタ閉塞発生直後の再循環フィルタユニット室では，

原子炉冷却材喪失事故（仮想事故）時に室内に取り込まれた放射性物質等による線

量率（約 7.6×10

-2

mSv/h）に加えて，フィルタに捕集された放射性物質からの直接

ガンマ線による線量率（約 1.5mSv/h：表面から 1m 位置）を考慮しても約 9.1×

10

-2

mSv/h であるため，現場パトロールは可能である。 

 

表２ 中央制御室エリア放射線モニタ仕様 

監視計器 測定範囲 警報設定値 備考 

エリア放射線モニタ 

(CH42) 

10

-4

～1 mSv/h 10

-2

 mSv/h以上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 中央制御室エリア放射線モニタ設置場所 

 

 

 

【本文 2.2（３）ａ．（ｂ），本文 2.3（３）ａ．（ｂ），補足説明資料４，補足説明資料５，補足

説明資料 12 参照】 

枠囲みの内容は商業機密又は防護上の観点から公開できません。 



回答(7)－1 

 

№８№８№８№８【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：129129129129----8888】】】】    

・・・・ＳＧＴＳ等の弁を閉めなければならないときの操作について説明すること。    

    

１１１１．．．．回答回答回答回答    

（１）非常用ガス処理系の修復作業時の操作について 

 修復作業を実施するに当たり，必要となる安全処置としては，ファンの電源断及

びスイッチの停止操作のみであり，手動による弁の閉止操作は必要ない。 

 

（２）中央制御室換気空調系の修復作業時の操作について 

修復作業を実施するに当たり，必要となる安全処置としては，ファンの電源断及

びスイッチの停止操作のみであり，手動による弁の閉止操作は必要ない。 

 

 

【本文2.2（３）ａ．(c)，本文2.2（３）ｂ．(c)，本文2.3（３）ａ．(c)，本文2.3（３）ｂ．(c)】 

回答（７） 



回答(8)－1 

 

№№№№15151515【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----2222】】】】 

・修復方法が技術的に妥当であることを示すこと。 

№№№№18181818【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----5555】】】】 

・修復作業工程について，タイムチャートとともに要員配置等を含めた作業例を示し，

特に被ばく評価の観点から，修復作業の実現性について説明すること。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

修復作業の実現性を確認するため，非常用ガス処理系及び中央制御室換気空調系

の修復方法及び作業工程について検討を実施した。その結果，作業員被ばくの観点

からも十分修復作業が可能であることを確認した。また，作業工程成立性の確認の

ため，足場設置のモックアップを実施し，足場設置期間の妥当性を確認した。今後，

修復作業のモックアップについても実施する。 

なお，修復作業に使用する資機材については使用環境（耐圧性，耐熱性）を考慮

したものを予め発電所構内に準備する。 

 

【本文 2.2（３）ａ．（ｃ），本文 2.3（３）ａ．（ｃ），補足説明資料４参照】 

 

２２２２．．．．資料資料資料資料    

（１）別紙１ 静的機器単一故障に係る修復方法及び作業工程 

（２）別紙２ 修復に係る足場設置モックアップについて 

回答（８） 



回答(8)－2 

 

静的機器単一故障に係る修復方法及び作業工程 

    

（１）非常用ガス処理系の修復方法 

ａ．露出配管部（直管部，エルボ部，分岐・合流部）の修復方法 

露出配管部の修復手順（図１）を次に示す。また，修復手順の詳細について，直管部

の作業イメージを図２に示す。 

 

① 修復箇所の作業性を確保する。（高所の場合は足場設置） 

② 配管破断箇所を整形（クランプを容易にするため，破断面を切断し，整形する。） 

③ 予め用意している予備配管またはブーツラバーを，修復箇所の寸法に合わせ加工

する。 

④ 配管またはブーツラバーの芯を合わせ，クランプにより固定する。 

 

【直管部】 

  

 

 

 

 

 

【エルボ部】 

 

 

 

 

 

 

【分岐・合流部】 

 

 

 

 

 

 

図１ 露出配管部（直管部，エルボ部，分岐・合流部）の修復方法    

ブーツラバー 

別紙１ 



回答(8)－3 

 

    

    

    

    

作業手順 

① 修復箇所の作業性を確保する。 

 

 

 

 

② 配管破断箇所を整形（クランプを容易

にするため，破断面を切断し，整形す

る。） 

 

 

③ 予め用意している予備配管を，修復箇

所の寸法に合わせ加工する。 

 

 

 

④ 配管の芯を合わせ，クランプにより固

定する。 

 

 

 

 

図２ 露出配管（直管部）の修復手順イメージ 
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回答(8)－5 

 

ｂ．躯体貫通部の修復方法 

躯体貫通部の全周破断部の修復手順を次に示す。（図４，５） 

 

（ａ）シーリングユニット工法（図４） 

① 修復箇所の作業性を確保する。（高所の場合は足場設置） 

② 貫通スリーブと配管の隙間にシーリングユニットを設置し，固定する。 

 

【シーリングユニット工法】 

  

図４ 躯体貫通部修復方法（シーリングユニット工法） 

 

（ｂ）充填剤注入工法（図５） 

① 修復箇所の作業性を確保する。（高所の場合は足場設置） 

② 躯体貫通スリーブ内にバックアップ材を設置する。 

③ 躯体貫通部両側に閉止鋼板を設置する。 

④ 充填剤注入口から充填剤を注入する。 

【充填剤注入工法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 躯体貫通部修復方法（充填剤注入工法）    

        

SGTS 系配管 

躯体 

既設貫通スリーブ 

壁面両側にシーリング

ユニットを設置する。 

シーリングユニット 

枠囲みの内容は商業機密又は防護上の観点から公開できません。 
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回答(8)－7 

 

ｃ．サポート部の修復方法 

サポート部の全周破断部の修復手順を図７に示す。 

 

作業手順 

① サポート部を切断，撤去するとともに，

配管破断部の近傍は，仮支持のためのチ

ェーンブロック等を設置する。 

 

② 配管破断部の両端を切断する。 

 

 

 

③ 予め用意している予備配管を，修復箇所

の寸法に合わせ加工する。 

 

 

④ 配管の芯を合わせ，クランプにより固定

する。 

 

 

図７ サポート部の修復手順イメージ    
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回答(8)－9 

 

（２）中央制御室換気空調系の修復方法 

ａ．ダクト外面を当て板により修復する方法 

 ダクト外面からの修復が可能な箇所の修復方法（図９）を次に示す。また，修復手順

の詳細について，作業イメージを図１０に示す。 

 

① 修復箇所の作業性を確保する。（高所の場合は足場設置。保温材設置箇所は保温材

取外し） 

② ダクト破断箇所を覆うように，当て板をタッピンねじまたはブラインドリベットに

て固定する。 

③ 当て板とダクトの隙間からの空気漏えいを防ぐため，アルミテープまたはコーキン

グにて隙間を塞ぐ。 

 

【直管部】 

  

 

 

 

 

 

 

【エルボ部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分岐・合流部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ ダクト外面を当て板により修復する方法
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破損箇所破損箇所破損箇所破損箇所

保温材復旧保温材復旧保温材復旧保温材復旧

当当当当てててて板板板板

0

保温材復旧保温材復旧保温材復旧保温材復旧 当当当当てててて板板板板

保温材復旧保温材復旧保温材復旧保温材復旧 当当当当てててて
板板板板
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作業手順 

① 修復箇所の作業性を確保する。（高所の場

合は足場設置。保温材設置箇所は保温材取

外し） 

 

 

 

 

② ダクト破断箇所を覆うように，当て板をタ

ッピンねじまたはブラインドリベットに

て固定する。 

 

 

③ 当て板とダクトの隙間からの空気漏えい

を防ぐため，アルミテープまたはコーキン

グにて隙間を塞ぐ。 

 

 

④ 保温材復旧（保温材設置箇所） 

 

 

 

 

（補修資機材例） 

 

 

 

 

タッピンねじ 

    

    

    

    

ブラインドリベット 

 

 

 

 

アルミテープ 

 

 

 

 

コーキング剤 

図１０ ダクト外面からの修復手順イメージ 

    

        

【かしまり図】 

保温材保温材保温材保温材

破損箇所破損箇所破損箇所破損箇所

破損箇所破損箇所破損箇所破損箇所

タッピンねじタッピンねじタッピンねじタッピンねじ又又又又はははは

ブラインドリベットブラインドリベットブラインドリベットブラインドリベット

当当当当てててて 板板板板（（（（平板平板平板平板））））

当当当当てててて 板板板板（（（（曲曲曲曲げげげげ加工加工加工加工））））

アル ミテープアル ミテープアル ミテープアル ミテープ

又又又又はコーキングはコーキングはコーキングはコーキング

保温材復旧保温材復旧保温材復旧保温材復旧
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系
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ク

ト
の
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復

期
間

（
外

面
修

復
）
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ｂ．ダクト内面を当て板により修復する方法 

サポート等干渉物によりダクト外面からの修復が困難な箇所は，ダクト内面にアクセ

スしダクト内面を当て板により修復する。修復手順（図１２）を次に示す。 

 

① 修復箇所の作業性を確保する。（高所の場合は足場設置。保温材設置箇所は保温材

取外し） 

② ダクト破断箇所近傍に点検扉がない場合には，ダクト破断箇所近傍にダクト内面ア

クセス用にダクト開口を設ける。または，近傍ダクト等を１スパン仮撤去する。 

③ ダクト破断箇所を覆うように，当て板をタッピンねじまたはブラインドリベットに

て固定する。 

④ 当て板とダクトの隙間からの空気漏えいを防ぐため，アルミテープまたはコーキン

グにて隙間を塞ぐ。 

⑤ ダクト内面アクセス用開口をダクト外面から当て板修復を行う。または，仮撤去し

た近傍ダクト等を復旧する。 

 

【ダクト開口設置方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ダクト等１スパン仮撤去方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ ダクト内面を当て板により修復する方法 

        

破損箇所破損箇所破損箇所破損箇所

保温材保温材保温材保温材

ダクトサポートダクトサポートダクトサポートダクトサポート

保温材保温材保温材保温材

破損箇所破損箇所破損箇所破損箇所

保温材復旧保温材復旧保温材復旧保温材復旧

ダクトダクトダクトダクト内部内部内部内部

アクセスアクセスアクセスアクセス用開口用開口用開口用開口
当当当当 てててて板板板板

保温材復旧保温材復旧保温材復旧保温材復旧

当当当当 てててて板板板板
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ｃ．躯体貫通部を当て板により修復する方法 

ダクト破断箇所が躯体貫通部である場合の修復方法（図１４）を次に示す。 

 

① 修復箇所の作業性を確保する。（高所の場合は足場設置。保温材設置箇所は保温材

取外し） 

② ダクトと躯体貫通部全体を覆うように，当て板（曲げ板）を取り付ける。 

③ ダクト取合部の当て板をタッピンねじまたはブラインドリベットにて固定する。 

④ 当て板とダクト及び躯体の隙間からの空気漏えいを防ぐため，アルミテープまたは

コーキングにて隙間を塞ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ ダクト（躯体貫通部）の修復方法 

  

破損箇所破損箇所破損箇所破損箇所

クロージングクロージングクロージングクロージング

アン グルアン グルアン グルアン グル

上階上階上階上階

下階下階下階下階

破損箇所破損箇所破損箇所破損箇所

上階上階上階上階

アルミテープアルミテープアルミテープアルミテープ

又又又又 はコーキングはコーキングはコーキングはコーキング

当当当当 てててて板板板板

（（（（曲曲曲曲 げげげげ
加工加工加工加工））））

シールシールシールシール材材材材

（（（（ コーキングコーキングコーキングコーキング、、、、パテパテパテパテ等等等等））））

タッピンねじタッピンねじタッピンねじタッピンねじ又又又又はははは

ブラインドリベットブラインドリベットブラインドリベットブラインドリベット
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修復に係る足場設置モックアップについて 

 

１．目的 

非常用ガス処理系及び中央制御室換気空調系に想定する故障箇所の修復について，

高所等足場設置期間の妥当性を確認することを目的とし，足場設置に係る作業性(作

業員，必要資機材，作業時間)のモックアップを行った。 

なお，事故時環境下における作業を考慮し，全面マスク，タイベックを着用し実

施した。 

 

２．非常用ガス処理系 

（１）足場設置モックアップ箇所の選定 

 ＳＧＴＳ配管補修の成立性確認について，足場設置困難箇所をアクセス性，干渉

物の有無の観点から選定し，図１の箇所を補修困難箇所として足場モックアップを

行った。 

    

 

 

 

 

 

 

 

図１ ＳＧＴＳ足場設置困難箇所 

 

（２）足場設置モックアップ結果 

作業員 ６人 

必要資機材 
足場パイプ(１ｍ) 

足場パイプ(１.５ｍ) 

足場パイプ(２ｍ) 

足場パイプ(２.５ｍ) 

足場パイプ(３ｍ) 

足場板(１ｍ) 

足場板(２ｍ) 

直交クランプ 

自在クランプ 

 

５本 

１２本 

２３本 

５本 

２本 

３枚 

９枚 

７６個 

１０個 

 

 ベース 

ジョイント 

チェーン 

梯子 

メッシュ板(３００×６００) 

番線 

 

５個 

５本 

１組 

１本

５枚 

３kg 

 

作業時間 約２時間 

   

修復困難理由 

・高所(約 4ｍ) 

・干渉物 

★ 

原子炉建屋２階 

別紙２ 
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図２ ＳＧＴＳ配管修復箇所足場設置モックアップ状況 

 

（３）評価 

全面マスク，タイベックを着用した状態でも１日以内で足場設置が完了できるこ

とを確認した。 

 

 

３．中央制御室換気空調系 

（１）足場設置モックアップ箇所の選定 

ＭＣＲダクト補修の成立性確認について，足場設置困難箇所をアクセス性，干渉

物の有無の観点から選定し，図３の箇所を補修困難箇所として足場モックアップを

行った。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ＭＣＲ空調足場設置困難箇所 

足場設置前 足場設置後 

 

修復困難理由 

・高所(約 6.5ｍ) 

・狭隘 

・干渉物 

 

★ 

制御建屋地下２階 
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（２）足場設置モックアップ結果 

作業員 ５人 

必要資機材 
足場パイプ(１ｍ) 

足場パイプ(１．５ｍ) 

足場パイプ(２ｍ) 

足場パイプ(２．５ｍ) 

足場パイプ(３ｍ) 

足場板(１ｍ) 

足場板(１.５ｍ) 

足場板(２ｍ) 

足場板(３ｍ) 

直交クランプ 

自在クランプ 

 

３５本 

２３本 

１３本 

２９本 

２１本 

１７枚 

１４枚 

６枚 

１枚 

１２２個 

３２個 

 

 ベース 

ジョイント 

チェーン 

梯子 

メッシュ板(２５０×１００

０) 

メッシュ板(２５０×５００) 

メッシュ板(１５０×５００) 

番線 

１３個 

１６個 

１本 

２本 

５枚 

 

２枚 

４枚 

１５kg 

作業時間 約６時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ＭＣＲ空調ダクト修復箇所足場設置モックアップ状況 

 

 

（３）評価 

全面マスク，タイベックを着用した状態でも１日以内で足場設置が完了できるこ

とを確認した。 

 

    

足場設置前 足場設置後 



回答(9)－1 

 

記号 名 称

D/S ﾃﾞﾐｽﾀ

E/H 電気ﾋｰﾀ

M/F 中性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

H/F 高性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

S/H ｽﾍﾟｰｽﾋｰﾀ

C/F ﾁｬｺｰﾙｴｱﾌｨﾙﾀ

記号表記号表記号表記号表

非常用ガス処理系フィルタ装置

排
気
筒
へ

MO

MO

M/F H/F

S/H

S/H

S/H

S/H

H/FC/F

非常用ガス処理系

空気乾燥装置

非常用ガス処理系

空気乾燥装置

非常用ガス

処理系排風機

非常用ガス

処理系排風機

MO

MO

AO AO

E/HD/S

E/HD/S

単一故障影響範囲単一故障影響範囲単一故障影響範囲単一故障影響範囲

二次格納施設内二次格納施設内二次格納施設内二次格納施設内

№№№№16161616【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----3333】】】】 

・二重化された部分であっても，単一設計部分に接続され隔離がなされない部分につ

いては，破損により両系統に影響を及ぼす可能性があり，これらの部分を含めて修

復性等を確認していることを説明すること。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

二重化された部分であっても，単一設計箇所に接続され隔離されず，その破損が

両系統に影響を及ぼす範囲について「単一故障影響範囲」とし，これらの部分も含

めて修復性等を確認している（図１，２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 非常用ガス処理系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 中央制御室換気空調系 

：：：：単一故障影響範囲単一故障影響範囲単一故障影響範囲単一故障影響範囲 記号 名 称

M/F 中性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

H/F 高性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

C/F ﾁｬｺｰﾙｴｱﾌｨﾙﾀ

B/F ﾊﾞｯｸﾞｴｱﾌｨﾙﾀ

C/C 冷却ｺｲﾙ

H/C 加熱ｺｲﾙ

記号表記号表記号表記号表

MO

C

／

C

H

／

C

B

／

F

中

央

制

御

室

外気

屋外 制御建屋

中央制御室

再循環フィルタ装置

中央制御室

再循環送風機

中央制御室

送風機

中央制御室

送風機

外気

屋外制御建屋

中央制御室

排風機

中央制御室

空気調和機

中央制御室

空気調和機

M

／

F

H

／

F

H

／

F

C

／

F

C

／

C

H

／

C

B

／

F

MO

MO

MO

MO MO MO

MO

回答（９） 



回答(10)－1 

 

№№№№17171717【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----4444】】】】 

・中央制御室換気系の評価において，循環ラインのみを考慮の対象とし，外気取入ラ

インを除く理由を説明すること。（期待される安全機能を達成する上で当該ラインが

必要か） 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

中央制御室換気空調系は通常時に外気を取込み（5,000m

3

/h）運転しているが，事

故時に外気を遮断し再循環運転となる。その後，中央制御室の酸欠防止の観点から

外気を連続で少量（500m

3

/h）取込むことが可能なように，少量外気取入ライン及び

排気ラインを備えており，ダクトの一部は単一設計となっている（図１参照）。 

通常外気取入ライン，少量外気取入ライン及び排気ラインについては以下に示す

とおり，その故障を考慮しても運転員被ばく及び少量外気取入に対する機能が達成

できるため循環ラインのみを評価対象としている。 

なお，ダクトへの故障想定は最も過酷な条件として全周破断を仮定する。 

 

 

図１ 中央制御室換気空調系 系統概要図 

 

（１）少量外気取入ライン及び排気ラインへの影響評価 

ａ．運転員の被ばく評価に対する影響 

少量外気取入ライン，排気ラインのうち③にダクトの全周破断を想定した場合，

ダクト破損部から中央制御室に流入する外気による被ばくが考えられるが，被ばく

評価で考慮している空気流入率（１回/h）は，試験結果（約 0.21 回/h）から保守

的に設定したものであり，ダクト破損部からの外気流入量として 500m

3

/h（強制換

気を行う少量外気取入時の外気流入量）を試験結果の値に加算しても被ばく評価で

考慮している空気流入率の保守性の中に含まれるため，被ばく評価結果に包絡され

る（表１参照）。 

なお，①又は④でダクトが全周破断した場合は隔離弁の外側であるため，被ばく

：再循環運転ライン

：単一設計部分

記号 名 称

M/F 中性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

H/F 高性能ｴｱﾌｨﾙﾀ

C/F ﾁｬｺｰﾙｴｱﾌｨﾙﾀ

B/F ﾊﾞｯｸﾞｴｱﾌｨﾙﾀ

C/C 冷却ｺｲﾙ

H/C 加熱ｺｲﾙ

記号表記号表記号表記号表

C

／

C

H

／

C

B

／

F

中

央

制

御

室

外気

屋外 制御建屋

中央制御室

再循環フィルタ装置

中央制御室

再循環送風機

中央制御室

送風機

中央制御室

送風機

外気

屋外制御建屋

中央制御室

排風機

中央制御室

空気調和機

中央制御室

空気調和機

M

／

F

H

／

F

H

／

F

C

／

F

C

／

C

H

／

C

B

／

F

MO

MO

MO MO
C/B A系サンプへ

C/B B系サンプへ

換気空調補機非常用冷却水系A系

換気空調補機非常用冷却水系B系

：少量外気取入ライン・排気ライン

MO

MO

MO

MO

①

②

③

④

××××

××××

××××

××××

中央制御室

エンベロープ

：通常外気取入ライン

⑤

××××

回答（10） 



回答(10)－2 

 

評価に対する影響はなく，②で全周破断した場合は外気が破損部から流入するもの

の流入した外気は再循環フィルターを通るため③で全周破断した評価に包絡され

る。 

 

表１ 中央制御室の被ばく評価における空気流入率について（少量外気取入時） 

(a)被ばく評価で使用し

ている空気流入率 

(b)試験により求めた 

空気流入率 

(c)少量外気取入ダクト

破損時の空気流入率 

（(b)+500m

3

/h） 

１回／h 

（14,000m

3

/h） 

約 0.21 回／h 

（約 2,940m

3

/h） 

約 0.25 回／h 

（約 3,440m

3

/h） 

 

ｂ．少量外気取入に対する影響 

①又は②においてダクトの全周破断を想定した場合，破断箇所は中央制御室エン

ベロープ外であり外気取入に影響はない。③で全周破断を想定した場合は排風機に

よる排気は期待できないが，再循環送風機により外気取込が可能である。④で全周

破断を想定した場合，破断箇所は排風機下流の中央制御室エンベロープ外であるた

め外気取入に影響はない。 

以上より，少量外気取入ライン，排気ラインの故障による室内環境への影響はな

いと考える。 

 

（２）通常外気取入ラインへの影響評価 

ａ．運転員の被ばく評価に対する影響 

通常外気取入ラインのうち⑤にダクトの全周破断を想定した場合，ダクト破損部

から中央制御室に流入する外気による被ばくが考えられるが，被ばく評価で考慮し

ている空気流入率（１回/h）は，試験結果（約 0.21 回/h）から保守的に設定した

ものであり，ダクト破損部からの外気流入量として 5,000m

3

/h（通常外気流入量）

を試験結果の値に加算しても被ばく評価で考慮している空気流入率の保守性の中

に含まれるため，被ばく評価結果に包絡される（表２参照）。 

 

表２ 中央制御室の被ばく評価における空気流入率について（通常外気取入時） 

(a)被ばく評価で使用し

ている空気流入率 

(b)試験により求めた 

空気流入率 

(c)通常外気取入ダクト

破損時の空気流入率 

（(b)+5,000m

3

/h） 

１回／h 

（14,000m

3

/h） 

約 0.21 回／h 

（約 2,940m

3

/h） 

約 0.57 回／h 

（約 7,940m

3

/h） 

 

【補足説明資料８参照】 



回答(11)－1 

 

№№№№19191919【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----6666】】】】 

・添付２の重要度の特に高い安全機能を有する系統・機器整理表において，想定して

いるハザードは具体的に明示すること。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

重要度の特に高い安全機能を有する系統について想定しているハザードを記載し

ていない系統について資料に反映した。 

 

【添付資料２参照】 

 

２２２２．．．．資料資料資料資料    

添付資料２ 重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表（抜粋） 

    

 

  

回答（11） 



回答(11)－2 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 13 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

対象系統 

・機器 

非常用所内電源設備 

多重性／ 

多様性 

非常用所内電源設備は３区分（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）設置しており，多重性を

有している。 

独立性 （１）非常用所内電源設備は，いずれも二次格納施設外の環境条件に想定さ

れる自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計されている。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）非常用所内電源設備は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計してい

る。また，それぞれの区分は異なるエリアに分離して配置しており，溢

水，火災が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設計して

いる。 

 

（３）非常用所内電源設備は，異なる区分間を接続する電路には複数のしゃ

断器が設置しており，電気事故が発生した場合でも確実に電気的な分離

ができるよう設計されている。また，電路においても物理的に分離が図

られている。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多重性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

 

期間 使用時間は２４時間以上（長期間） 

容量 ・非常用所内電源設備（区分Ⅰ）：１００％×１系統 

・非常用所内電源設備（区分Ⅱ）：１００％×１系統 

・非常用所内電源設備（区分Ⅲ）：１００％×１系統 

系統 

概略図 

非常用所内電源設備：添付 2-35 

 

  

添付資料２ 



回答(11)－3 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 14 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

対象系統 

・機器 

非常用所内電源設備 

（直流電源系） 

多重性／ 

多様性 

非常用所内電源設備（直流電源系）は３区分（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）設置して

おり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用所内電源設備（直流電源系）は，いずれも二次格納施設外の環

境条件に想定される自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計さ

れている。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）非常用所内電源設備（直流電源系）は，いずれも耐震Ｓクラス設備と

して設計している。また，それぞれの区分は異なるエリアに分離して配

置しており，溢水，火災が発生した場合においても，安全機能を損なわ

ないよう設計している。 

 

（３）非常用所内電源設備（直流電源系）は，それぞれ異なるエリアに分散

して配置している。また，電路においても物理的に分離が図られている。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多重性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

期間 低温停止の維持やその監視系に必要な電源であることから，使用時間は２

４時間以上（長期間）とする。 

容量 ・直流電源設備（区分Ⅰ）：１００％×１系統 

・直流電源設備（区分Ⅱ）：１００％×１系統 

・直流電源設備（区分Ⅲ）：１００％×１系統 

系統 

概略図 

非常用所内電源設備（直流電源系）：添付 2-37 

 



回答(11)－4 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 15 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の交流電源機能 

対象系統 

・機器 

非常用ディーゼル発電設備 

多重性／ 

多様性 

非常用ディーゼル発電設備は３区分（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）設置しており，多

重性を有している。 

独立性 （１）非常用ディーゼル発電設備は，原子炉建屋附属棟内に設置しており，

原子炉建屋附属棟内の環境条件に想定される自然現象

※

においても，健

全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）非常用ディーゼル発電設備Ａ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電設備は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，それぞれの区分は異なるエリアに分離して配置しており，溢水

および火災が発生した場合においても同時に安全機能を損なわないよ

う設計している。 

 

（３）電源，補機冷却系はそれぞれ区分が異なる系統（区分Ⅰ，区分Ⅱ，区

分Ⅲ）から供給されている。また，燃料移送系はそれぞれの区分がタイ

ラインで接続されているが，タイラインには２つのプラント運転中常時

閉の止め弁

※

を設置している。 

※止め弁および止め弁までのラインも主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同等

の設計である。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって全ての系統

または機器の機能を同時に喪失させないものとしていることから，独立性を

有している。 

 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

容量 ・非常用ディーゼル発電設備：１００％×２系統 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備：１００％×１系統 

系統 

概略図 

非常用ディーゼル発電設備：添付 2-39～添付 2-40 

 



回答(11)－5 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 16 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の直流電源機能 

対象系統 

・機器 

直流電源設備 

多重性／ 

多様性 

直流電源設備は３区分（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）設置しており，多重性を有して

いる。 

独立性 （１）直流電源設備は，いずれも二次格納施設外の環境条件に想定される自

然現象

※

においても，健全に動作するよう設計されている。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）直流電源設備は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。ま

た，それぞれの区分は異なるエリアに分離して配置しており，溢水，火

災が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設計している。 

 

（３）直流電源設備は，それぞれ異なるエリアに分散して配置している。ま

た，電路においても物理的に分離が図られている。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多重性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

期間 低温停止の維持やその監視系に必要な電源であることから，使用時間は２

４時間以上（長期間）とする。 

容量 ・直流電源設備（区分Ⅰ）：１００％×１系統 

・直流電源設備（区分Ⅱ）：１００％×１系統 

・直流電源設備（区分Ⅲ）：１００％×１系統 

系統 

概略図 

非常用所内電源設備（直流電源系）：添付 2-37 



回答(11)－6 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 17 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の計測制御用直流電源機能 

対象系統 

・機器 

計装用電源設備 

多重性／ 

多様性 

 計装用電源設備は２区分（区分Ⅰ，Ⅱ）設けており，多重性を有している。 

独立性 （１）計装用電源設備は，いずれも二次格納施設外の環境条件に想定される

自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計されている。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）計装用電源設備は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，それぞれの区分は異なるエリアに分離して配置しており，溢水，

火災が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設計してい

る。 

 

（３）計装用電源設備は，それぞれ異なるエリアに分散して配置している。

また，電路においても物理的，電気的に分離が図られている。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多重性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

容量 ・計装用電源設備（区分Ⅰ）：１００％×１系統 

・計装用電源設備（区分Ⅱ）：１００％×１系統 

系統 

概略図 

計装用電源設備：添付 2-43 



回答(11)－7 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 18，19 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

補機冷却機能 

冷却用海水供給機能 

対象系統 

・機器 

原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系 

高圧炉心スプレイ補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系 

多重性／ 

多様性 

原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ補

機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は異なる３つの区分（区分

Ⅰ，区分Ⅱおよび区分Ⅲ）に対応した３系統で構成され，各区分の負荷へ物

理的に独立して冷却水を供給することから，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ

補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は二次格納施設およ

び二次格納施設外に設置しており，それぞれのエリアの環境条件に想

定される自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系の非常用系および高圧炉

心スプレイ補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は耐震Ｓ

クラス設備として設計している。また，それぞれの系統は異なるエリ

アに分離して配置しており，溢水および火災が発生した場合において

も同時に安全機能を損なわないよう設計している。 

 

（３）原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ

補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系はそれぞれ異なる区

分から電源供給されている。また，区分Ⅰ，区分Ⅱの原子炉補機冷却水

系は常用系においてタイラインにより接続されているが，タイラインに

は運転中常時閉の止め弁を２弁設置している。 

なお，常用系と非常用系は緊急遮断弁

※

にて隔離可能である。 

※緊急遮断弁も主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同等の設計である。 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多様性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

期間 使用時間は２４時間以上（長期間） 

容量 ・原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系：１００％×２系統 

・高圧炉心スプレイ補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系 

：１００％×１系統 

系統 

概略図 

原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ補機

冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系：添付 2-45 



回答(11)－8 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 20 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉制御室非常用換気空調機能 

対象系統 

・機器 

中央制御室換気空調系 

多重性／ 

多様性 

中央制御室換気空調系の再循環運転ラインのうち，排風機等の動的機器に

ついては多重化されているが，再循環フィルタ装置およびダクトの一部は単

一設計となっているため，基準適合性に関する更なる検討が必要である。 

独立性 （１）中央制御室換気空調系は，制御建屋内に設置しており，制御建屋の環

境条件に想定される自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計し

ている。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）中央制御室換気空調系は，耐震Ｓクラス設備として設計している。ま

た，排風機等の動的機器は異なるエリアに分離して配置しており，溢水

および火災が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設計

している。 

 

（３）多重化されている排風機等の動的機器の電源はそれぞれ異なる区分

（区分Ⅰ，区分Ⅱ）から供給している。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多様性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

 

 

期間 使用時間は２４時間以上（長期間） 

容量 １００％×２系統 

１００％×１系統（再循環フィルタ装置およびダクトの一部） 

系統 

概略図 

中央制御室換気空調系：添付 2-47 

 



回答(11)－9 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 24 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるものを除く）の発

生機能 

対象系統 

・機器 

原子炉保護系の安全保護回路 

多重性／ 

多様性 

原子炉保護系の安全保護回路は２区分の検出器から得られた信号を用い，

トリップ論理回路（1 out of 2 twice）を通じてトリップ信号を発生させて

おり，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉保護系の検出器は主に二次格納施設内に設置しており，最も

過酷な環境条件である高エネルギー配管破断時において健全に動作す

るよう設計している。また，論理回路は中央制御室に設置しており，

想定される自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）原子炉保護系の安全保護回路は耐震Ｓクラス設備として設計してい

る。また，溢水，火災が発生した場合においても，原子炉スクラム信

号を発生させるフェイルセーフ設計となっており，安全機能を損なわ

ないよう設計している。 

 

（３）原子炉保護系の安全保護回路は，その区分に応じ，中央制御室の異

なる盤に設置しており，それぞれ分離して配置している。また，電源

（直流電源系）についてはそれぞれ異なる区分から供給しており，１

つの区分に故障が発生した場合においても安全機能を損なわないよう

設計している。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多重性を

有する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立

性を有している。 

 

期間 使用時間はスクラムのタイミングのみ（短時間） 

容量 ― 

系統 

概略図 

原子炉保護系の安全保護回路：添付 2-55 



回答(11)－10 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 25 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する 

作動信号の発生機能 

対象系統 

・機器 

非常用炉心冷却系作動の安全保護回路 

主蒸気隔離の安全保護回路 

原子炉格納容器隔離の安全保護回路 

非常用ガス処理系作動の安全保護回路 

多重性／ 

多様性 

非常用炉心冷却系作動の安全保護回路はそれぞれの区分に応じた検出器

から得られた信号を用い，論理回路（1 out of 2 twice）を通じて作動信号

を発生させており，多重性または多様性を有している。 

主蒸気隔離の安全保護回路は２区分の検出器から得られた信号を用い，論

理回路（1 out of 2 twice）を通じて作動信号を発生させており，多重性を

有している。 

原子炉格納容器隔離の安全保護回路は２区分の検出器から得られた信号

を用い，論理回路（1 out of 2 twice）を通じて作動信号を発生させており，

多重性を有している。 

非常用ガス処理系作動の安全保護回路は２区分の検出器から得られた信

号を用い，論理回路（1 out of 2 twice）を通じて作動信号を発生させてお

り，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用炉心冷却系作動，主蒸気隔離，原子炉格納容器隔離および非

常用ガス処理系作動の安全保護回路（以下，「安全保護回路等」という。）

の検出器は主に二次格納施設内に設置しており，最も過酷な環境条件で

ある高エネルギー配管破断時において健全に動作するよう設計してい

る。また，論理回路は中央制御室に設置しており，想定される自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）安全保護回路等は耐震Ｓクラス設備として設計している。また，検出

器は区分に応じ異なるエリアに設置するとともに，設定値比較および論

理回路についても区分に応じ異なる制御盤で構築しており，溢水，火災

が発生した場合においても，安全機能を損なわないよう設計している。 

 

（３）安全保護回路等は，その区分に応じ，中央制御室の異なる盤に設置

しており，それぞれ分離して配置している。また，電源についてはそれ

ぞれ異なる区分から供給しており，１系統の故障が発生した場合におい

ても安全機能を損なわないよう設計している。 

 



回答(11)－11 

 

No. 25 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する 

作動信号の発生機能 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多重性を

有する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立

性を有している。 

期間 使用時間は２４時間以上（長期間） 

容量 ― 

系統 

概略図 

非常用炉心冷却系作動の安全保護回路：添付 2-58～60 

主蒸気隔離の安全保護回路：添付 2-61 

原子炉格納容器隔離の安全保護回路：添付 2-61 

非常用ガス処理系作動の安全保護回路：添付 2-62 



回答(11)－12 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 26 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉停止状態の把握機能 

対象系統 

・機器 

中性子束（起動領域モニタ） 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態 および 制御棒位置 

多重性／ 

多様性 

 起動領域モニタは２区分あり，多重性を有している。 

 原子炉スクラム用電磁接触器の状態と制御棒位置は，この２種で多様性を

有している。 

独立性 （１）起動領域モニタおよび制御棒位置の検出器は炉内に設置しており，炉

内の環境下において健全に動作するよう設計している。指示計，記録

計および原子炉スクラム用電磁接触器については，中央制御室に設置

しており，想定される自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計

している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）起動領域モニタおよび原子炉スクラム用電磁接触器は耐震Ｓクラス設

備として設計している。また，起動領域モニタは，検出器を原子炉圧力

容器内で分散して配置し，監視ユニットおよび記録計についてはそれ

ぞれ異なる制御盤に配置していること，ならびに原子炉スクラム用電

磁接触器の状態および制御棒位置は，それぞれの確認を異なる制御盤

で行うよう設備を配置しており，溢水，火災が発生した場合においても，

安全機能を損なわないよう設計している。 

 

（３）起動領域モニタはその区分に応じ，中央制御室の異なる盤に設置して

おり，それぞれ分離して配置している。また，原子炉スクラム用電磁

接触器と制御棒位置についても異なるエリアに配置している。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多重性を

有する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立

性を有している。 

 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

容量 ― 

系統 

概略図 

中性子束（起動領域モニタ）：添付 2-64 

原子炉スクラム用電磁接触器の状態 および 制御棒位置：添付 2-64 

 

  



回答(11)－13 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

 

    

No. 27 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

事故時の炉心冷却状態の把握機能 

対象系統 

・機器 

原子炉水位（広帯域，燃料域） 

原子炉圧力 

多重性／ 

多様性 

原子炉水位（広帯域，燃料域）および原子炉圧力は，それぞれ２つの計装

系により指示値を確認できることから多重性を有している。また，各々の系

統において，異なる電源により計測している。 

独立性 （１）原子炉水位計（広帯域，燃料域）および原子炉圧力計の発信器は二次

格納施設内に設置しており，最も過酷な環境条件である高エネルギー配

管破断時において健全に動作するよう設計している。また，記録計につ

いては，中央制御室に設置しており，想定される自然現象

※

においても，

健全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）原子炉水位計（広帯域，燃料域）および原子炉圧力計は何れも耐震Ｓ

クラス設備として設計している。また，検出器を区分に応じ異なるエリ

アに配置するとともに，記録計についても区分に応じ異なる制御盤に配

置しており，溢水，火災が発生した場合においても，安全機能を損なわ

ないよう設計している。 

 

（３）原子炉水位計（広帯域，燃料域）および原子炉圧力計のその区分に応

じ，中央制御室の異なる盤に設置しており，それぞれ分離して配置して

いる。また，電源（直流電源系）についてはそれぞれ異なる区分から供

給しており，１系統の故障が発生した場合においても安全機能を損なわ

ないよう設計している。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって，すべての

系統または機器の機能を同時に喪失させないものとしていることから，独立

性を有している。 

期間 事故時における炉心状態については，事故対応期間中，継続的に監視する

ことから，使用時間は 24 時間以上（長期間）とする。 

容量 ― 

系統 

外略図 

原子炉水位（広帯域，燃料域），原子炉圧力：添付 2-66 



回答(11)－14 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No.                             28 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

対象系統 

・機器 

原子炉格納容器圧力 

サプレッションプール水温度 

格納容器内雰囲気モニタ（放射線レベル） 

多重性／ 

多様性 

原子炉格納容器圧力，サプレッションプール水温度および格納容器内雰囲

気モニタ（放射線レベル）は，それぞれ２つの計装系により指示値を確認で

きることから多重性を有している。また，各々の系統において，異なる電源

により計測している。 

独立性 （１）原子炉格納容器圧力，サプレッションプール水温度および格納容器内

雰囲気モニタ（放射線レベル）は原子炉格納容器内，または二次格納施

設内に設置しており，最も過酷な環境条件として，原子炉格納容器内の

設備は原子炉冷却材喪失事故時，二次格納施設内の設備は高エネルギー

配管破断時において健全に動作するよう設計している。また，記録計等

は中央制御室に設置しており，想定される自然現象

※

においても，健全

に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）原子炉格納容器圧力，サプレッションプール水温度および格納容器内

雰囲気モニタ（放射線レベル）は何れも耐震Ｓクラス設備として設計し

ている。また，サプレッションプール水温度については，検出器をサプ

レッションプール内で分散して配置し，演算器および記録計を区分に応

じ異なる制御盤に配置していること，ならびにサプレッションプール水

温度以外については，検出器を区分に応じ異なるエリアに配置するとと

もに，記録計を区分に応じ異なる制御盤に配置しており，溢水，火災が

発生した場合においても，安全機能を損なわないよう設計している。 

 

（３）原子炉格納容器圧力，サプレッションプール水温度および格納容器内

雰囲気モニタ（放射線レベル）は，その区分に応じ，中央制御室の異な

る盤に設置しており，それぞれ分離して配置している。 

また，電源についてはそれぞれ異なる区分から供給しており，１系統

の故障が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設計して

いる。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって，すべて

の系統または機器の機能を同時に喪失させないものとしていることから，

独立性を有している。 

期間 事故時における放射能閉じ込め状態の把握については，事故対応期間中，

継続的に監視することから，使用時間は 24 時間以上（長期間）とする。 



回答(11)－15 

 

No.                             28 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

容量 ― 

系統 

概略図 

原子炉格納容器圧力，サプレッションプール水温度：添付 2-69 

格納容器内雰囲気モニタ：添付 2-69 

 

        



回答(11)－16 

 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 29 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

対象系統 

・機器 

原子炉水位（広帯域，燃料域） 

原子炉圧力 

原子炉格納容器圧力 

サプレッションプール水温度 

格納容器内雰囲気モニタ（水素・酸素濃度） 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ 

多重性／ 

多様性 

原子炉水位計（広帯域，燃料域），原子炉圧力計，原子炉格納容器圧力計，

サプレッションプール水温度計および格納容器内雰囲気モニタ（水素・酸素

濃度）計（以下，「原子炉水位計等」という。）並びに気体廃棄物処理設備エ

リア排気放射線モニタは，それぞれ２つの計装系により指示値を確認できる

ことから多重性を有している。また，各々の系統において，異なる電源によ

り計測している。 

独立性 （１）原子炉水位計等は原子炉格納容器内，または二次格納施設内に設置し

ており，最も過酷な環境条件として，原子炉格納容器内の設備は原子炉

冷却材喪失事故時，二次格納施設内の設備は高エネルギー配管破断時に

おいて健全に動作するよう設計している。また，記録計等は中央制御室

に設置しており，想定される自然現象

※

においても，健全に動作するよ

う設計している。 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタはタービン建屋に設置してお

り，タービン建屋における環境下で健全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）原子炉水位計等は何れも耐震Ｓクラス設備として設計している。また，

検出器を区分に応じ異なるエリアに配置するとともに，記録計について

も区分に応じ異なる制御盤に配置しており，溢水，火災が発生した場合

においても，安全機能を損なわないよう設計している。 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタはタービン建屋に設置してお

り，それぞれ異なるエリアに分離して配置している。 

 

 

 

 

 

 



回答(11)－17 

 

No. 29 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり，それぞれの系統について多重性又は

多様性を要求する安全機能》 

事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

（３）原子炉水位計等は，その区分に応じ，中央制御室の異なる盤に設置し

ており，それぞれ分離して配置している。 

また，電源についてはそれぞれ異なる区分から供給しており，１系統

の故障が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設計して

いる。 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタは異なる区分の電源から供給

されている。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって，すべて

の系統または機器の機能を同時に喪失させないものとしていることから，

独立性を有している。 

 

期間  事故時におけるプラント操作のための情報の把握については，事故対応期

間中，継続的に監視することから，使用時間は 24 時間以上（長期間）とす

る。 

容量 ― 

系統 

概略図 

原子炉水位（広帯域，燃料域），原子炉圧力：添付 2-66 

原子炉格納容器圧力，サプレッションプール水温度：添付 2-69 

格納容器内雰囲気モニタ：添付 2-69 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ：添付 2-72 

 

    



回答(12)－1 

 

№№№№20202020【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----7777】】】】 

・修復を想定した評価であるかが不明確であるので，放射性物質の放出期間の考え方

等の公衆被ばく評価の条件を整理して説明すること。 

 

１．回答 

 修復を想定していない評価であることを，本文中に明記した。 

 

 2.2 非常用ガス処理系の基準適合性 

（３）想定される故障による影響評価 

ｃ．線量評価 

設置許可基準規則第 12 条における安全機能の重要度の特に高い安全機能に

該当する非常用ガス処理系の静的機器に単一故障を想定し，設計基準事象とし

て非常用ガス処理系の放射性物質の濃度低減機能に期待している原子炉冷却

材喪失事故時の線量評価（一般公衆への線量影響及び修復作業時の線量影響）

を以下のとおり実施した。また，燃料集合体の落下事故の際にも，環境中へ放

出される放射性物質放出の防止機能として，放射性物質の濃度低減機能である

非常用ガス処理系に機能を期待していることから，原子炉冷却材喪失事故と同

様に燃料集合体の落下事故に対しても，静的機器の単一故障を想定した線量評

価を実施した。一般公衆への線量影響評価にあたっては，保守的に修復による

機能の復旧は期待しないものとする。 

 

 2.3 中央制御室換気空調系の基準適合性 

（３）想定される故障による影響評価 

ｃ．線量評価 

設置許可基準規則第 12 条における安全機能の重要度の特に高い安全機能に

該当する中央制御室換気空調系の静的機器に単一故障を想定し中央制御室の

居住性評価及び修復作業時の線量影響を実施する。影響評価において仮定する

単一故障は，想定される損傷モードのうち中央制御室の居住性又は作業員の被

ばくの観点から最も過酷なものとする。第 2.3-3 図に故障を想定する箇所の考

え方を示す。 

中央制御室の居住性評価にあたっては，保守的に修復による機能の復旧は期

待しないものとする。 

 

 

【本文 2.2(3)c.，本文 2.3(3)c.】 

回答（12） 



回答(13)－1 

 

№№№№21212121【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----8888】】】】 

・修復作業員の線量評価において，緊急作業時の線量限度を適用していることの記載

方法を検討すること。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

設計基準事故時においても，安全上支障の無い期間内において，故障箇所を補修

することから，緊急時における線量限度を適用することとしており，それが分かる

よう，以下のとおり記載を見直した。 

 

 2.2 非常用ガス処理系の基準適合性 

（３）想定される故障による影響評価 

ｃ．線量評価 

（ｂ）作業員の線量評価 

ⅰ．原子炉冷却材喪失時の作業員線量 

フィルタ取替よりも修復期間を要する配管の修復を対象に，修復期間を

３日間として，マスク着用を考慮した被ばく評価を行った。評価条件を第

2.2-8 表に示す。 

評価の結果，３日間（72 時間）の修復作業における被ばく量は，約 82mSv

となり，緊急作業時における許容実効線量である 100mSv に照らしても，

補修可能であることを確認した。評価結果を第 2.2-9 表に示す。 

なお，実際は作業員を交替しての作業となり，さらに被ばく量を低減で

きると考える。 

 

ⅱ．燃料集合体の落下時の作業員線量 

フィルタ取替よりも修復期間を要する配管の修復を対象に，修復期間を

３日間として，交替作業（８時間／人）及びマスク着用を考慮した被ばく

評価を行った。評価条件を第 2.2-10 表に示す。 

評価の結果，事故 30 日後から３日間（72 時間）の修復作業における被

ばく量は，約64mSvとなり，緊急作業時における許容実効線量である100mSv

に照らしても，補修可能であることを確認した。評価結果を第 2.2-11 表に

示す。 

 

 2.3 中央制御室換気空調系の基準適合性 

（３）想定される故障による影響評価 

ｃ．線量評価 

（ｂ）修復作業時の被ばく評価 

フィルタ取替よりも修復期間を要するダクトの修復を対象に，中央制御室換

気空調系のダクトを修復する際の影響について，原子炉冷却材喪失（仮想事故

ベース）を対象とし，３日間の作業を考慮して被ばく評価を行った。評価条件

を第 2.3-18 表に示す。 

回答（13） 



回答(13)－2 

 

事故期間中（30 日間），放出される放射性よう素，大気拡散条件等から求め

た中央制御室内のよう素濃度を踏まえ，事故期間中における中央制御室非常用

給気フィルタユニット（フィルタ表面及びフィルタ表面から１ｍ離れた場所）

の線量率を評価した。評価結果を第 2.3-19 表及び第 2.3-20 表に示す。 

評価結果より，現場での３日間（72 時間）の修復作業における被ばく量は，

保守的にフィルタ表面での線量率を基に評価した場合で約 13.4 mSv であるが，

実際の修復作業を考慮し，フィルタ表面から１ｍ離れた場所での線量率を基に

評価した結果は約 6.6 mSv であり，緊急作業時における許容実効線量 100mSv

に照らしても，補修可能であることを確認した。第 2.3-3 図に故障を想定する

箇所の考え方を示す。 

実際には，作業員を交替しての作業となり，さらに被ばく量を低減できると

考える。 

 

 

【本文 2.2(3)c.(b)，本文 2.3(3)c.(b)】 



回答(14)－1 

 

№№№№22222222【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----9999】】】】 

・タイラインの隔離弁までの範囲について，ＲＨＲ系統と同様のＭＳ－１で設計され

ているか示すこと。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

タイラインの隔離弁までの範囲の重要度について，主ライン（安全上の機能分類

ＭＳ－１）と同様の設計としていることを資料に反映した。 

 

【添付資料２参照】 

 

２２２２．．．．資料資料資料資料    

添付資料２ 重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表（抜粋） 

    

 

  

回答（14） 



回答(14)－2 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 4 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

対象系統 

・機器 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離時冷却系 

主蒸気逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード） 

多重性／ 

多様性 

原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能については，以下に示

す系統の組合せによる複数の崩壊熱除去手段を有していることから，多様性

を有している。 

①残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

②高圧炉心スプレイ系または原子炉隔離時冷却系を用いた原子炉への注水

後，主蒸気逃がし安全弁によりサプレッションチェンバ内のプール水に移

行した崩壊熱および残留熱を残留熱除去系（サプレッションプール水冷却

モード）により除去する。 

なお，原子炉冷却材喪失事故時において非常用炉心冷却系や原子炉隔離時

冷却系を用いた原子炉の冷却状態について評価を行っており，破断口の大小

のいずれにおいても燃料被覆管の最高温度が 1200℃を下回ることを確認し

ている。 

独立性 （１）残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），高圧炉心スプレイ系，原

子炉隔離時冷却系および残留熱除去系（サプレッションプール水冷却

モード）は二次格納施設内および原子炉格納容器内に，主蒸気逃がし

安全弁（手動逃がし機能）は原子炉格納容器内に設置しており，想定

される最も過酷な環境条件である高エネルギー配管破断時（二次格納

施設内）や原子炉冷却材喪失事故時（原子炉格納容器内）においても

健全に動作するよう設計している。 

 

（２）対象系統は全て耐震Ｓクラス設備として設計している。また，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード），高圧炉心スプレイ系，原子炉隔離

時冷却系および残留熱除去系（サプレッションプール水冷却モード）

は異なるエリアに分離して配置しており，溢水および火災が発生した

場合においても同時に安全機能を損なわないよう設計しており，主蒸

気逃がし安全弁（手動逃がし機能）は，溢水については原子炉冷却材

喪失事故時の環境条件においても動作可能な設計とし，火災について

はプラント運転中は原子炉格納容器内は窒素で充填されているため火

災の可能性はない。 

 

 

 

添付資料２ 



回答(14)－3 

 

No. 4 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

（３）電源，補機冷却系はそれぞれ残留熱除去系のＡ系が区分Ⅰ，Ｂ系が区

分Ⅱ，高圧炉心スプレイ系が区分Ⅲ，原子炉隔離時冷却系が区分Ⅰの

異なる区分から供給している。また，残留熱除去系のＡ系とＢ系は配

管により接続されているがＡ系，Ｂ系にプラント運転中常時閉の止め

弁

※

をそれぞれ２弁設置している。 

※止め弁および止め弁までのラインも主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同等

の設計である。 

（４）残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の吸込み側の隔離弁（格

納容器内弁，外弁）は，隔離を確実に行うという観点から，隔離弁の電

源区分を分離している（Ａ系は区分Ⅱ電源，Ｂ系は区分Ⅰ電源）。ここ

で，隔離弁の電源区分を内側と外側で分離していることから，一方の区

分の電源が喪失することにより多重化された残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）が同時に機能を失うが，当該隔離弁のうち格納容器外側

に設置されている弁については原子炉冷却材喪失事故時においても手

動での開操作が可能である。 

 

（５）原子炉隔離時冷却系の蒸気供給配管の隔離弁（格納容器内弁，外弁）

は，隔離を確実に行うという観点から，その電源区分を分離している。 

ここで，隔離弁の電源区分を内側と外側で分離しているが，一方の区

分の電源が喪失した場合でも開状態が保持されることから注水機能が

喪失することはない。 

 

上記（１）～（５）により，共通要因または従属要因によって多重性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

期間 使用時間は，原子炉の崩壊熱を除去する時間となるため，24 時間以上（長

期間） 

容量 （定格流量） 

残留熱除去系：約 1160 m

3

/hr/台 

高圧炉心スプレイ系：約 320 m

3

/hr～1070 m

3

/hr 

原子炉隔離時冷却系：約 90 m

3

/hr 

系統 

概略図 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）：添付 2-14 

高圧炉心スプレイ系：添付 2-15 

原子炉隔離時冷却系：添付 2-16 

主蒸気逃がし安全弁：添付 2-11 

残留熱除去系（サプレッションプール冷却水モード）：添付 2-17 

 

  



回答(14)－4 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 7 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

原子炉内高圧時における注水機能 

対象系統 

・機器 

高圧炉心スプレイ系 

低圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系（低圧注水モード） 

主蒸気逃がし安全弁（自動減圧系） 

多重性／ 

多様性 

原子炉内高圧時における注水機能については，以下に示す系統の組合せに

よる複数の炉心へ注水する手段を有していることから，多様性を有してい

る。 

・高圧炉心スプレイ系 

・主蒸気逃がし安全弁（自動減圧系）＋低圧炉心スプレイ系 

・主蒸気逃がし安全弁（自動減圧系）＋残留熱除去系（低圧注水モード） 

なお，既許可済みの原子炉冷却材喪失事故時(中小破断)の事故解析におい

て，高圧炉心スプレイ系に単一故障を想定し，上記に示す低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード）が作動した場合の解析を実施している。 

この結果，燃料被覆管の最高温度は約 600℃であり，燃料被覆管温度が著

しく上昇することはないことを確認している。 

 

独立性 （１）高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系および残留熱除去系（低圧

注水モード）は二次格納施設内および原子炉格納容器内に，主蒸気逃

がし安全弁（自動減圧系）は原子炉格納容器内に設置しており，想定

される最も過酷な環境条件である高エネルギー配管破断時（二次格納

施設内）や原子炉冷却材喪失事故時（原子炉格納容器内）においても

健全に動作するよう設計している。 

 

（２）対象系統は全て耐震Ｓクラス設備として設計している。また，高圧炉

心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系および残留熱除去系（低圧注水モ

ード）は異なるエリアに分離して配置しており，溢水および火災が発

生した場合においても同時に安全機能を損なわないよう設計してお

り，主蒸気逃がし安全弁（自動減圧系）は，溢水については原子炉冷

却材喪失事故時の環境条件においても動作可能な設計とし，火災につ

いてはプラント運転中は原子炉格納容器内は窒素で充填されているた

め火災の可能性はない。 

 

 

 

 



回答(14)－5 

 

No. 7 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

原子炉内高圧時における注水機能 

（３）電源，補機冷却系はそれぞれ高圧炉心スプレイ系が区分Ⅲ，低圧炉心

スプレイ系が区分Ⅰおよび残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ系が区分

Ⅰ，Ｂ系が区分Ⅱの異なる区分から供給している。また，残留熱除去系

のＡ系とＢ系は配管により接続されているがＡ系，Ｂ系にプラント運転

中常時閉の止め弁

※

をそれぞれ２弁設置している。 

※止め弁および止め弁までのラインも主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同等

の設計である。 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多様性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

期間 使用時間は 24 時間未満（短期間） 

容量 （定格流量） 

高圧炉心スプレイ系：約 320 m

3

/hr～1070 m

3

/hr

 

低圧炉心スプレイ系：約 1070 m

3

/hr

 

残留熱除去系：約 1160 m

3

/hr 

系統 

概略図 

高圧炉心スプレイ系：添付 2-15 

低圧炉心スプレイ系：添付 2-23 

残留熱除去系（低圧注水モード）：添付 2-24 

主蒸気逃がし安全弁：添付 2-11 

 

  



回答(14)－6 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 8 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

原子炉内低圧時における注水機能 

対象系統 

・機器 

低圧炉心スプレイ系 

高圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系（低圧注水モード） 

多重性／ 

多様性 

原子炉内低圧時の注水機能は以下に示す複数の系統で達成可能であり，多

様性を有している。 

・低圧炉心スプレイ系 

・高圧炉心スプレイ系 

・残留熱除去系（低圧注水モード） 

独立性 （１）低圧炉心スプレイ系，高圧炉心スプレイ系および残留熱除去系（低圧

注水モード）は，二次格納施設内および原子炉格納容器内に設置して

おり，想定される最も過酷な環境条件である高エネルギー配管破断時

（二次格納施設内）や原子炉冷却材喪失事故時（原子炉格納容器内）

においても健全に動作するよう設計している。 

 

（２）対象系統はすべて耐震Ｓクラス設備として設計している。また，それ

ぞれの系統は異なるエリアに分離して配置しており，溢水および火災

が発生した場合においても同時に安全機能を損なわないよう設計して

いる。 

 

（３）電源，補機冷却系はそれぞれ低圧炉心スプレイ系が区分Ⅰ，高圧炉心

スプレイ系が区分Ⅲ，残留熱除去系（低圧注水モード）のＡ系が区分Ⅰ，

Ｂ系およびＣ系が区分Ⅱの異なる区分から供給している。また，残留熱

除去系のＡ系とＢ系は配管により接続されているがＡ系，Ｂ系にプラン

ト運転中常時閉の止め弁

※

をそれぞれ２弁設置している。 

※止め弁および止め弁までのラインも主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同等

の設計である。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多様性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

 

 

 

 

 



回答(14)－7 

 

No. 8 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

原子炉内低圧時における注水機能 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

容量 （定格流量） 

低圧炉心スプレイ系：約 1070 m

3

/hr 

高圧炉心スプレイ系：約 320 m

3

/hr～1070 m

3

/hr

 

残留熱除去系：約 1160 m

3

/hr 

系統 

概略図 

低圧炉心スプレイ系：添付 2-23 

高圧炉心スプレイ系：添付 2-15 

残留熱除去系（低圧注水モード）：添付 2-24 

 

  



回答(14)－8 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 11 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

格納容器の冷却機能 

対象系統 

・機器 

残留熱除去系 

（格納容器スプレイ冷却モード） 

多重性／ 

多様性 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）のうち，ポンプ等の動的機

器については多重化されているが，ドライウェルスプレイ管，サプレッショ

ンチェンバスプレイ管は単一設計となっているため，基準適合性に関する更

なる検討が必要である。 

独立性 （１）残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は，二次格納施設内お

よび原子炉格納容器内に設置しており，想定される最も過酷な環境条件

である高エネルギー配管破断時（二次格納施設内）や原子炉冷却材喪失

事故時（原子炉格納容器内）においても健全に動作するよう設計してい

る。 

 

（２）残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）は，耐震Ｓクラス設備

として設計している。また，それぞれの系統は異なるエリアに分離して

配置しており，溢水および火災が発生した場合においても同時に安全機

能を損なわないよう設計している。 

 

（３）電源，補機冷却系はそれぞれ残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モ

ード）のＡ系が区分Ⅰ，Ｂ系が区分Ⅱの異なる区分から供給している。

また，残留熱除去系のＡ系とＢ系は配管により接続されているがＡ系，

Ｂ系にそれぞれ２つのプラント運転中常時閉の止め弁

※

を設置してい

る。 

※止め弁および止め弁までのラインも主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同

等の設計である。 

上記（１）～（３）により，動的機器については共通要因または従属要因

によって多様性を有する系統が同時にその機能を失わないよう設計してい

ることから，独立性を有している。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

容量 ・ポンプ：１００％×２台 

・ドライウェルスプレイ管：１００％×１個 

・サプレッションチェンバスプレイ管：１００％×１個 

系統 

概略図 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード）：添付 2-31 

 

  



回答(14)－9 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 15 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の交流電源機能 

対象系統 

・機器 

非常用ディーゼル発電設備 

多重性／ 

多様性 

非常用ディーゼル発電設備は３区分（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）設置しており，多

重性を有している。 

独立性 （１）非常用ディーゼル発電設備は，原子炉建屋附属棟内に設置しており，

原子炉建屋附属棟内の環境条件に想定される自然現象

※

においても，健

全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）非常用ディーゼル発電設備Ａ系，Ｂ系および高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電設備は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，それぞれの区分は異なるエリアに分離して配置しており，溢水

および火災が発生した場合においても同時に安全機能を損なわないよ

う設計している。 

 

（３）電源，補機冷却系はそれぞれ区分が異なる系統（区分Ⅰ，区分Ⅱ，区

分Ⅲ）から供給されている。また，燃料移送系はそれぞれの区分がタイ

ラインで接続されているが，タイラインには２つのプラント運転中常時

閉の止め弁

※

を設置している。 

※止め弁および止め弁までのラインも主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同等

の設計である。 

 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって全ての系統

または機器の機能を同時に喪失させないものとしていることから，独立性を

有している。 

 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

容量 ・非常用ディーゼル発電設備：１００％×２系統 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備：１００％×１系統 

系統 

概略図 

非常用ディーゼル発電設備：添付 2-39～添付 2-40 

 

  



回答(14)－10 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 整理表 

No. 18，19 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

補機冷却機能 

冷却用海水供給機能 

対象系統 

・機器 

原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系 

高圧炉心スプレイ補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系 

多重性／ 

多様性 

原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ補

機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は異なる３つの区分（区分

Ⅰ，区分Ⅱおよび区分Ⅲ）に対応した３系統で構成され，各区分の負荷へ物

理的に独立して冷却水を供給することから，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ

補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は二次格納施設およ

び二次格納施設外に設置しており，それぞれのエリアの環境条件に想

定される自然現象

※

においても，健全に動作するよう設計している。 

※風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

（２）原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系の非常用系および高圧炉

心スプレイ補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系は耐震Ｓ

クラス設備として設計している。また，それぞれの系統は異なるエリ

アに分離して配置しており，溢水および火災が発生した場合において

も同時に安全機能を損なわないよう設計している。 

 

（３）原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ

補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系はそれぞれ異なる区

分から電源供給されている。また，区分Ⅰ，区分Ⅱの原子炉補機冷却水

系は常用系においてタイラインにより接続されているが，タイラインに

は運転中常時閉の止め弁を２弁設置している。 

なお，常用系と非常用系は緊急遮断弁

※

にて隔離可能である。 

※緊急遮断弁も主ライン（安全上の機能分類 MS-1，耐震 S クラス）と同等の設計である。 

上記（１）～（３）により，共通要因または従属要因によって多様性を有

する系統が同時にその機能を失わないよう設計していることから，独立性を

有している。 

期間 使用時間は２４時間以上（長期間） 

容量 ・原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系：１００％×２系統 

・高圧炉心スプレイ補機冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系 

：１００％×１系統 

系統 

概略図 

原子炉補機冷却水系／原子炉補機冷却海水系および高圧炉心スプレイ補機

冷却水系／高圧炉心スプレイ補機冷却海水系：添付 2-45 

 



回答(15)－1 

 

№№№№23232323【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----10101010】】】】 

・修復作業について，訓練実績を示すこと。 

    

１１１１．．．．回答回答回答回答    

修復作業に伴う足場設置の作業性を確認するため以下に示すとおり，モックアッ

プ試験を実施した。    

 

（１）非常用ガス処理系 

ａ．足場設置モックアップ箇所の選定 

ＳＧＴＳ配管補修の成立性確認について，足場設置困難箇所をアクセス性，

干渉物の有無の観点から選定し，図１の箇所を補修困難箇所として足場モック

アップを行った。 

    

 

 

 

 

 

 

 

図１ ＳＧＴＳ足場設置困難箇所 

 

ｂ．足場設置モックアップ結果 

作業員 ６人 

作業時間 約２時間 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ＳＧＴＳ配管修復箇所足場設置モックアップ状況 

 

ｃ．評価 

全面マスク，タイベックを着用した状態でも１日以内で足場設置が完了でき

ることを確認した。 

修復困難理由 

・高所(約 4ｍ) 

・干渉物 

足場設置前 足場設置後 

 

★ 

原子炉建屋２階 

回答（15） 



回答(15)－2 

 

（２）中央制御室換気空調系 

ａ．足場設置モックアップ箇所の選定 

ＭＣＲダクト補修の成立性確認について，足場設置困難箇所をアクセス性，

干渉物の有無の観点から選定し，図３の箇所を補修困難箇所として足場モック

アップを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ＭＣＲ空調足場設置困難箇所 

 

ｂ．足場設置モックアップ結果 

作業員 ５人 

作業時間 約６時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ＭＣＲ空調ダクト修復箇所足場設置モックアップ状況 

 

ｃ．評価 

全面マスク，タイベックを着用した状態でも１日以内で足場設置が完了でき

ることを確認した。 

 

【補足説明資料４参照】 

修復困難理由 

・高所(約 6.5ｍ) 

・狭隘 

・干渉物 

 

足場設置前 足場設置後 

★ 

制御建屋地下２階 



回答(16)－1 

 

№№№№25252525【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----12121212】】】】 

・修復の位置づけについて，原子炉施設の運転継続の判断との関係を整理して説明す

ること。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

本検討において示した修復方法は，単一故障が発生した場合に安全上支障のない

期間に速やかに除去又は修復するための応急的な処置であり，事故収束後に当該部

に対して技術基準に適合する修理を実施する。 

 

（１）非常用ガス処理系の修復性及び影響評価【本文 2.2(1)参照】 

非常用ガス処理系は，事故時に格納容器内から漏れ出た放射性物質の濃度低減機

能を有しており，通常待機状態である。定期試験時，単一設計としているフィルタ

装置及び配管（一部）の内部流体は空気であり，温度，圧力はほぼ常温，常圧であ

る。 

機能が要求される事故時においては，使用環境が多少悪化（温度，湿度上昇）す

るものの，事故時の環境条件を想定した設計をしており，問題とはならない。また，

耐震 S クラスで設計されており，信頼性は高い。 

当該系統の単一設計箇所について，故障箇所の検知性及び修復性，作業時の被ば

く及び公衆の被ばくの観点から，設置許可基準規則第 12 条の解釈５に記載されて

いる「想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全上支障のない

期間に除去又は修復できることが確実であれば，その単一故障を仮定しなくてよ

い。」に適合することを確認した。 

なお，本検討において示す補修方法を適用した場合においては，事故収束後に技

術基準に適合する修理を実施する。 

 

（２）中央制御室換気空調系の修復性及び影響評価【本文 2.3(1)参照】 

中央制御室換気空調系は，通常運転時，再循環フィルタ装置をバイパスし，空気

調和装置を経由して室内の空気を再循環することにより，室内の温度等を調整して

おり，一部は外気を給気している。事故時は，中央制御室隔離信号により外気取り

入れライン，排気ラインを隔離するとともに室内空気の全量を再循環し，その際，

再循環空気の一部は再循環フィルタ装置にて処理している。いずれの場合でも，内

部流体は空気であり，温度，圧力はほぼ常温，常圧である。 

また，耐震 S クラスで設計されており，信頼性は高い。 

当該系統において単一設計としているダクト及び再循環フィルタ装置について，

故障箇所の検知性及び修復性，作業時の被ばく及び中央制御室の居住性の観点から，

設置許可基準規則第 12 条の解釈５に記載されている「想定される最も過酷な条件

下においても，その単一故障が安全上支障のない期間に除去又は修復できることが

確実であれば，その単一故障を仮定しなくてよい。」に適合することを確認した。 

なお，本検討において示す補修方法を適用した場合においては，事故収束後に技

術基準に適合する修理を実施する。 

回答（16） 



回答(17)－1 

 

№№№№26262626【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----13131313】】】】 

・事故時に期待するクラス３設備については，クラス１，２と同様な信頼性を有して

いることを示すこと。 

    

１１１１．．．．回答回答回答回答    

女川原子力発電所 原子炉設置変更許可申請書 添付書類十の事故解析で事故時

に期待する異常影響緩和系のうち，ＭＳ－３に該当する設備は気体廃棄物処理設備

エリア排気モニタである。 

気体廃棄物処理設備エリア排気モニタは，多重化しており分散配置しているとと

もに，異なる区分の電源から供給されているため信頼性を有している。 

 

 

 

 

 

【添付資料２，補足説明資料７参照】 

 

２２２２．．．．資料資料資料資料    

（１）補足説明資料７ 設計基準事故解析で期待するＭＳ－３機能について 
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検
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器

半
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検

出

器

半

導

体

検

出

器

半

導

体

検

出

器

多重伝送

現場盤

多重伝送

現場盤

A C B D

放射線モニタ

ユニット(A)

放射線モニタ

ユニット(B)

H11-P604 放射線モニタ盤

タービン建屋

制御建屋

：区分Ⅰより電源供給

：区分Ⅱより電源供給

凡

例

図１ 気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ 系統概略図 

回答（17） 



回答(17)－2 

 

 

 

設計基準事故解析で期待するＭＳ－３機能について 

 

１．目的 

女川原子力発電所 原子炉設置変更許可申請書 添付書類十の事故解析で期待す

る異常影響緩和系のうち，重要度分類がＭＳ－３の系統・機器を確認する。 

 

２．抽出方法 

添付書類十の全ての事故時に期待する異常影響緩和系を抽出する。 

 

３．抽出結果 

事故時に期待する異常影響緩和系と重要度分類を表１に示す。このうち，気体廃

棄物処理設備エリア排気モニタが重要度分類ＭＳ－３に該当する。 

 

表１ 事故時に期待する異常影響緩和系の重要度分類（1/3） 

設計基準事故 機能 期待する異常影響緩和系 
重要度 

分類 

原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化 

原子炉冷却材

喪失 

原子炉の緊急停止機能 ・制御棒および制御棒駆動系（スクラム機能） 

MS-1 

未臨界維持機能 ・制御棒および制御棒駆動系（未臨界維持機能） 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過

圧防止機能 
・主蒸気逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

炉心冷却機能 

・低圧炉心スプレイ系 

・低圧注水系（残留熱除去系低圧注水モード） 

・高圧炉心スプレイ系 

・自動減圧系 

工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生機能 

・原子炉保護系（原子炉水位低） 

・工学的安全施設作動回路 

（原子炉水位低，ドライウェル圧力高） 

安全上特に重要な関連機能 ・非常用所内電源設備 

・原子炉冷却材

流量の喪失 

・原子炉冷却材

ポンプの軸固

着 

原子炉の緊急停止機能 ・制御棒および制御棒駆動系（スクラム機能） 

MS-1 

未臨界維持機能 ・制御棒および制御棒駆動系（未臨界維持機能） 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過

圧防止機能 
・主蒸気逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

原子炉停止後の除熱機能 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・原子炉隔離時冷却系 

・主蒸気逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生機能 
・原子炉保護系（主蒸気止め弁閉） 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 
・格納容器隔離弁（主蒸気隔離弁を含む） 

安全上特に重要な関連機能 ・非常用所内電源設備 

 

補足説明資料７ 



回答(17)－3 

 

 

 

表１ 事故時に期待する異常影響緩和系の重要度分類（2/3） 

設計基準事故 機能 期待する異常影響緩和系 
重要度 

分類 

反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化 

制御棒落下 

原子炉の緊急停止機能 ・制御棒および制御棒駆動系（スクラム機能） 

MS-1 

未臨界維持機能 ・制御棒および制御棒駆動系（未臨界維持機能） 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過

圧防止機能 
・主蒸気逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

原子炉停止後の除熱機能 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・原子炉隔離時冷却系 

・主蒸気逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生機能 

・原子炉保護系（中性子束高） 

・工学的安全施設作動回路（主蒸気管放射能高） 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 
・格納容器隔離弁（主蒸気隔離弁を含む） 

異常状態への対応上特に重要な構

築物，系統及び機器 
・制御棒落下速度リミッタ MS-2 

環境への放射性物質の異常な放出 

放射性気体廃

棄物処理施設

の破損 

放射性物質放出の防止機能 
・気体廃棄物処理系の隔離弁 

・排気筒 
MS-2 

異常状態の把握機能 ・気体廃棄物処理設備エリア排気モニタ MS-3 

主蒸気管破断 

原子炉の緊急停止機能 ・制御棒および制御棒駆動系（スクラム機能） 

MS-1 

未臨界維持機能 ・制御棒および制御棒駆動系（未臨界維持機能） 

原子炉停止後の除熱機能 

・原子炉隔離時冷却系 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・主蒸気逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

・自動減圧系（手動逃がし機能） 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 

・主蒸気流量制限器 

・格納容器隔離弁（主蒸気隔離弁を含む） 

工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生機能 

・原子炉保護系（主蒸気隔離弁閉） 

・工学的安全施設作動回路（主蒸気管流量大） 

安全上特に重要な関連機能 ・非常用所内電源設備 

燃料集合体の

落下 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 

・非常用ガス処理系 

・排気筒（非常用ガス処理系の排気機能） 

・原子炉建屋原子炉棟 MS-2 

工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生機能 

・工学的安全施設作動回路 

（原子炉建屋原子炉棟放射能高） 

原子炉冷却材

喪失 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 

・格納容器 

・格納容器隔離弁（主蒸気隔離弁含む） 

・原子炉建物原子炉棟 

・格納容器スプレイ冷却系 

（残留熱除去系格納容器スプレイ冷却モード） 

・非常用ガス処理系 

・排気筒（非常用ガス処理系の排気機能） 

・遮へい設備 

MS-1 

制御棒落下 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 
・格納容器隔離弁（主蒸気隔離弁含む） 

MS-1 

工学的安全施設及び原子炉停止系

への作動信号の発生機能 
・工学的安全施設作動回路（主蒸気管放射能高） 

 

 

 



回答(17)－4 

 

 

表１ 事故時に期待する異常影響緩和系の重要度分類（3/3） 

設計基準事故 機能 期待する異常影響緩和系 
重要度 

分類 

原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化 

原子炉冷却材

喪失 

炉心冷却機能 

・低圧注水系（残留熱除去系低圧注水モード） 

・高圧炉心スプレイ系 

・低圧炉心スプレイ系 

MS-1 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 

・真空破壊装置 

・格納容器スプレイ冷却系 

（残留熱除去系格納容器スプレイ冷却モード） 

安全上特に重要な関連機能 ・非常用所内電源設備 

事故時のプラント状態の把握機能 
・原子炉水位（広帯域） 

・原子炉格納容器圧力 
MS-2 

可燃性ガスの

発生 

放射性物質の閉じ込め機能，放射

線の遮へい及び放出低減機能 

・真空破壊装置 

・可燃性ガス濃度制御系 
MS-1 

事故時のプラント状態の把握機能 ・格納容器雰囲気モニタ（水素・酸素濃度） MS-2 

 



回答(18)－1 

 

№№№№27272727【【【【指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項：：：：151151151151----14141414】】】】 

・機能復旧を考慮した場合の線量評価を行うこと。 

 

１１１１．．．．回答回答回答回答    

機能復旧を考慮した場合の線量評価を以下に示す。    

 

（１）非常用ガス処理系 

ａ．原子炉冷却材喪失 

補修により，非常用ガス処理系が機能復旧した場合の線量評価を実施した。評価

条件を表 1-1 に，放出放射能量を表 1-2 に示す。 

評価の結果，周辺監視区域境界における実効線量は約 5.2×10

-3

mSv となった。 

 

ｂ．燃料集合体の落下 

補修により，非常用ガス処理系が機能復旧した場合の線量評価を実施した。評価

条件を表 1-3 に，放出放射能量を表 1-4 に示す。 

評価の結果，周辺監視区域境界における実効線量は約 9.8×10

-1

mSv となった。 

 

（２）中央制御室換気空調系 

ａ．原子炉冷却材喪失時（仮想事故） 

補修により，中央制御室換気空調系が機能復旧した場合の運転員の被ばく線量を

評価した。評価条件を表 2-1 に示す。 

評価の結果，運転員の被ばく線量は約 1.5mSv となった。評価結果を表 2-2 に示

す。 

 

ｂ．主蒸気管破断時（仮想事故） 

補修により，中央制御室換気空調系が機能復旧した場合の運転員の被ばく線量を

評価した。評価条件を表 2-1 に示す。 

評価の結果，運転員の被ばく線量は約 1.6mSv となった。評価結果を表 2-2 に示

す。 

 

【補足説明資料 11 参照】 

回答（18） 



回答(18)－2 

 

表 1-1 非常用ガス処理系の修復を考慮した線量評価条件 

（原子炉冷却材喪失） 

項  目 評価条件 

原子炉建屋からの換気率 

０～１日： 0.5回/day（SGTSによる換気） 

１～４日： 0.2回/day（建屋漏えい）

※1

 

４日～∞： 0.5回/day（SGTSによる換気） 

非常用ガス処理系のよう素 

除去効率 

０～１日： 99% 

１～４日： 考慮なし 

４日～∞： 99% 

事故の評価期間 無限期間 

実効放出継続時間 

放射性物質の放出形態毎に，全放出量を１時間当たりの

最大放出率で除した値から適切に設定 

・0～１日（排気筒放出） 

χ/Ｑ： 10時間， Ｄ/Ｑ： 10時間 

・１～４日（地上放出） 

χ/Ｑ： 50時間， Ｄ/Ｑ： 60時間 

・４日～∞（排気筒放出） 

χ/Ｑ：200時間， Ｄ/Ｑ：140時間 

環境に放出された放射性物質

の大気中の拡散条件 

・0～１日(排気筒放出) 

χ/Ｑ：2.9×10

-6

 s/m

3

， Ｄ/Ｑ：1.1×10

-19

 Gy/Bq

 

・１～４日（地上放出） 

χ/Ｑ：4.8×10

-5

 s/m

3

， Ｄ/Ｑ：7.8×10

-19

 Gy/Bq 

・４日～∞（排気筒放出） 

χ/Ｑ：1.1×10

-6

 s/m

3

， Ｄ/Ｑ：4.6×10

-20

 Gy/Bq 

2012 年 1月～2012年 12月の気象データに基づき 

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」 

に従って評価した相対濃度及び相対線量 

静的機器の単一故障 非常用ガス処理系配管破断 

※１ 原子炉建屋原子炉棟からの漏えい率の妥当性について補足説明資料１に示す。 

※２ 気象データの妥当性について補足説明資料２に示す。 

 

表 1-2 非常用ガス処理系の修復を考慮した放出放射能量 

（原子炉冷却材喪失） 

項 目 評価結果 

よう素の放出量 

（I-131 等価量－小児実効

線量係数換算） 

０～１日：排気筒放出 約 3.3×10

7 

Bq 

１～４日：地上放出 約 1.1×10

10 

Bq 

４日～∞：排気筒放出 約 9.5×10

8 

Bq 

希ガスの放出量 

（γ線ｴﾈﾙｷﾞ 0.5MeV換算） 

０～１日：排気筒放出 約 7.4×10

10 

Bq 

１～４日：地上放出 約 7.2×10

10 

Bq 

４日～∞：排気筒放出 約 3.9×10

11 

Bq 

 

※2 



回答(18)－3 

 

表 1-3 非常用ガス処理系の修復を考慮した線量評価条件 

（燃料集合体の落下） 

項  目 評価条件 

原子炉建屋からの換気率 

０～ １日： 0.5回/day（SGTSによる換気） 

１～34日： 0.2回/day（建屋漏えい）

※1

 

34日～∞： 0.5回/day（SGTSによる換気） 

非常用ガス処理系のよう素 

除去効率 

０～ １日： 99% 

１～34日： 考慮なし 

34日～∞： 99% 

事故の評価期間 無限期間 

実効放出継続時間 

放射性物質の放出形態毎に，全放出量を１時間当たりの

最大放出率で除した値から適切に設定 

・０～ １日（排気筒放出） 

χ/Ｑ： 10時間， Ｄ/Ｑ： 10時間 

・１～34日（地上放出） 

χ/Ｑ： 80時間， Ｄ/Ｑ： 70時間 

・34日～∞（排気筒放出） 

χ/Ｑ： 30時間， Ｄ/Ｑ： 30時間 

環境に放出された放射性物質

の大気中の拡散条件 

・０～ １日(排気筒放出) 

χ/Ｑ：2.9×10

-6

 s/m

3

， Ｄ/Ｑ：1.1×10

-19

 Gy/Bq

 

・１～34日（地上放出） 

χ/Ｑ：4.0×10

-5

 s/m

3

， Ｄ/Ｑ：7.4×10

-19

 Gy/Bq 

・34日～∞（排気筒放出） 

χ/Ｑ：2.1×10

-6

 s/m

3

， Ｄ/Ｑ：8.7×10

-20

 Gy/Bq 

2012 年 1月～2012年 12月の気象データに基づき 

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」 

に従って評価した相対濃度及び相対線量 

静的機器の単一故障 非常用ガス処理系配管破断 

※１ 原子炉建屋原子炉棟からの漏えい率の妥当性について補足説明資料１に示す。 

※２ 気象データの妥当性について補足説明資料２に示す。 

 

 

表 1-4 非常用ガス処理系の修復を考慮した放出放射能量 

（燃料集合体の落下） 

項 目 評価結果 

よう素の放出量 

（I-131 等価量－小児実効

線量係数換算） 

０～ １日：排気筒放出 約 2.5×10

10 

Bq 

１～34日：地上放出 約 2.5×10

12 

Bq 

34日～∞：排気筒放出 約 2.4×10

6  

Bq 

希ガスの放出量 

（γ線ｴﾈﾙｷﾞ 0.5MeV換算） 

０～ １日：排気筒放出 約 7.4×10

13 

Bq 

１～34日：地上放出 約 6.3×10

13 

Bq 

34日～∞：排気筒放出 約 1.7×10

9  

Bq 

※2 



回答(18)－4 

 

表 2-1 中央制御室換気空調系の修復を考慮した線量評価条件 

項  目 評価条件 

事故時における外気取り込み方法 外気連続少量取込 

中央制御室換気空調設備処理空間

容積 

14,000 m

3

（1,2号炉合計） 

再循環フィルタ装置流量 

０分～20分：０ m

3

/h 

20分～１日：8,000 m

3

/h 

１日～４日：０ m

3

/h 

４日～30日：8,000 m

3

/h 

チャコールフィルタ効率 

０分～20分：０ % 

20分～１日：90 % 

１日～４日：０ % 

４日～30日：90 % 

事故時外気取り込み量 500 m

3

/h

※１

 

外気リークイン量 14,000 m

3

/h（1回/h）

※２

 

事故時運転モードへの切替時間 20分 

静的機器の単一故障 

中央制御室再循環フィルタ装置閉塞又は 

中央制御室換気空調系ダクト破断 

※１ 被ばく評価では，保守的になるよう外気の取り込みを考慮している。 

※２ 空気流入率試験結果を基に保守的に設定（補足説明資料３参照） 

 

 

表 2-2 中央制御室換気空調系の修復を考慮した線量評価結果 

被ばく経路 原子炉冷却材喪失 主蒸気管破断 

室

内

作

業

時

 

① 原子炉建屋内の放射性物質からγ

線による中央制御室内での被ばく 
約 5.7×10

-2

 mSv 約 6.1×10

-3

 mSv 

② 大気中へ放出された放射性物質に

よる中央制御室での被ばく 
約 4.2×10

-2

 mSv 約 8.7×10

-3

 mSv 

③ 外気から取り込まれた放射性物質

による中央制御室内での被ばく 
約 6.0×10

-1

 mSv 約 1.5 mSv 

小計（①＋②＋③） 約 7.0×10

-1

 mSv 約 1.5 mSv 

入

退

域

 

④ 原子炉建屋内の放射性物質からの

γ線による入退域での被ばく 
約 7.1×10

-1

 mSv 約 1.5×10

-3

 mSv 

⑤ 大気中へ放出された放射性物質に

よる入退域での被ばく 
約 5.4×10

-2

 mSv 約 6.5×10

-2

 mSv 

小計（④＋⑤） 約 7.6×10

-1

 mSv 約 6.7×10

-2

 mSv 

合計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 1.5 mSv 約 1.6 mSv 

 


